
　第1期北広島市子ども・子育て支援プラン（H27～H31）の実施状況

第5章「子ども・子育て支援事業計画」掲載各施策・事業の進捗状況

（令和2年3月31日現在）

事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

教育・保育の需要量及び確保方策

教育・保育の提供体制の確保
幼児期の学校教育・保育の量の見込みに対応
する教育・保育施設および地域型保育事業によ
る提供体制を確保します。

認定こども園札幌自由の森幼稚園・
保育園及び認定こども園北広島わ
かば幼稚園の定員拡大により、保
育の提供体制が20人増
保育士確保策として人材バンク、就
労支援金、合同就職相談会、復帰
支援セミナーを実施
保育施設の提供体制　829人

認定こども園北広島わかば幼稚園
の定員拡大により、保育の提供体
制が20人増
保育士確保策として人材バンク、就
労支援金、合同就職相談会、復帰
支援セミナーを実施
保育施設の提供体制　849人

既存施設の定員拡大に
より、保育の提供体制
が20人増となる見込み

子ども家庭課

地域子ども・子育て支援事業の提供

子どもとその保護者が、認定こども園・幼稚園・
保育所での教育・保育や、一時預かり、放課後
児童健全育成事業（学童クラブ）等の地域子育
て支援事業等の中から適切なものを選択し、円
滑に利用できるよう、情報提供や必要に応じ相
談・助言を含めた支援を行います。

延べ相談件数
　　情報提供 145件
　　その他   575件
　　　計　　　 720件
乳幼児健診会場での相談受付10日

延べ相談件数
　　情報提供　　　　83件
　　子育て相談　　477件　　計560件

乳児健診訪問（周知活動・健診補
助）
　　　　　　　　　　　22日

継続して実施する
地域子育て支援
センター

子育てガイドを作成し、子育てに関する情報を
子育て家庭や子育て支援者に提供します。

隔年発行
地域子育て支援センターから子ども
家庭課へ業務移管

隔年発行
3,000部を作成し配布。

継続して実施する 子ども家庭課

(2)　地域子育て支援拠点事業
（子育て支援センター）

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場
所を開設し、子育て相談、子育て講座、子育て
サークル支援、情報提供等を実施する事業で
す。

延べ利用者数及び子育て相談件数
あいあい 22,577人 575件
（相談件数は利用者支援事業と同
数）
ぶらんこ  2,144 人   8件
どんぐり   3,660人  80件

3センター合同事業（子育て支援ラ
ンド）127人

延べ利用者数及び子育て相談件数

あいあい　　22,599人　　560件
　（相談件数は利用者支援事業に
同じ）
ぶらんこ　　　1,478人　　56件
どんぐり　　　1,170人　　51件
・3センター合同行事（子育て支援ラ
ンド）
　　　参加者　　　147人

今後も利用者のニーズ
を見極めながら、子育
て支援内容の充実を図
る

地域子育て支援
センター
子ども家庭課

(1)　利用者支援事業

資料４
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（令和2年3月31日現在）

事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

(3)　妊産婦健康診査事業

妊娠中の異常や産後うつ病を早期に発見し、適
切な医療につなげ、母子の健康増進を図るため
妊産婦健康診査費を助成します。受診票を発行
することで費用負担の軽減を図り、定期受診を
促し、妊産婦の健康と胎児の発育を守ります。

受診（一般＋超音波）
実人数  420人
延人数4,530人

受診（妊婦一般＋超音波+産婦）
実人数  426人
延人数4,937人

継続して実施する 健康推進課

(4)　乳児家庭全戸訪問事業
（赤ちゃん訪問事業）

生後2か月までの乳児のいるすべての家庭を保
健師が訪問しています。親子の健康状況や養
育環境などの確認や助言を行い、子育てに関
する情報提供を行っています。また、産後うつ
病、虐待リスクの早期対応のためのアンケート
を実施しています。

訪問対象者262人
訪問数262人

訪問対象者283人
訪問数283人

継続して実施する 健康推進課

養育支援訪問事業では、望まない妊娠や妊婦
健診の未受診等により妊娠期から継続的な支
援を特に必要とする家庭や育児ストレス、産後
うつ病、育児ノイローゼ等の問題によって、子育
てに対して不安や孤立感等を抱える家庭を保健
師が訪問し、具体的な養育に関する指導助言
等を実施しています。

訪問数
実人数43人
延べ人数76人

訪問数
実人数44人
延べ人数58人

継続して実施する 健康推進課

「北広島市要保護児童対策地域協議会」を設置
し、要保護児童等に関する情報その他要保護
児童の適切な保護を図るために必要な情報交
換を行うとともに、要支援児童等に対する支援
の内容に関する協議を行っています。

要保護児童対策地域協議会
代表者会議兼実務者会議 1回
個別ケース検討会議 10回

要保護児童対策地域協議会
代表者会議兼実務者会議 1回
個別ケース検討会議 13回

継続して実施する 子ども家庭課

(6)　子育て短期支援事業
（ショートステイ事業、トワイライトス
テイ事業）

保護者の疾病等の理由により家庭において養
育を受けることが一時的に困難となった児童に
ついて、児童養護施設等に入所させ、必要な保
護を行う事業です。

天使の園とふくじゅ園の2施設と契
約して実施
ショートステイ事業
利用人数 10人
実利用日数 30日間
トワイライトステイ事業
利用実人員 0人

天使の園とふくじゅ園の2施設と契
約して実施
ショートステイ事業
利用人数 9人
実利用日数 30日間
トワイライトステイ事業
利用実人員 0人

継続して実施する 子ども家庭課

(7)　子育て援助活動支援事業
（ファミリー・サポート・センター事業）

子育ての手助けがほしい人（利用会員）、子育
てのお手伝いをしたい人（協力会員）、両方を兼
ねる人（両方会員）が登録し、子育ての相互援
助活動を行う事業です。

協力会員 79人
両方会員 36人
利用会員842人
利用件数1,911件

協力会員　　　　82人
両方会員　　　　35人
利用会員　　　918人
利用件数　　2,155件

継続して実施する
地域子育て支援
センター

(8)　一時預かり事業

保護者のパートタイム就労や疾病・出産などに
より保育が一時的に困難となった乳児または幼
児について、保育所その他の場所において、一
時的な預かりを行う事業です。

幼稚園6施設、保育所2施設、認定
こども園3施設で実施

幼稚園5施設、保育所2施設、認定
こども園3施設で実施

継続して実施する 子ども家庭課

(5)　養育支援訪問事業および要保
護児童対策地域協議会その他の者
による要保護児童等に対する支援
に資する事業
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（令和2年3月31日現在）

事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

(9)　延長保育事業
保育認定を受けた子どもについて、通常の開所
時間を超えて、保育時間の延長を行う事業で
す。

全保育施設で実施 全保育施設で実施 継続して実施する 子ども家庭課

病気にかかっている子どもや病気から回復しつ
つある子どもを医療機関や保育所に付設された
専用スペースなどで一時的に預かる事業です。

将来的な実施に向け、調査・検討を
実施

将来的な実施に向け、調査・検討を
実施

引き続き調査・検討する 子ども家庭課

有料で互いに援助しあう会員組織のファミリー・
サポート・センター事業の病児・緊急対応強化
事業により、病児・病後児保育事業を行ってい
ます。

利用会員数 189人
協力会員数 48人
両方会員 4人
利用実績 38件
ひとり親家庭等助成件数 5件
病児・病後児預かり利用料助成 32
件

利用会員数 209人
協力会員数 62人
両方会員 4人
利用実績 63件
ひとり親家庭等助成件数 2件
病児・病後児預かり利用料助成 55
件

継続して実施する 子ども家庭課

(11)　放課後児童健全育成事業
（学童クラブ）

保護者が就労、疾病その他の理由により昼間
家庭にいない小学生を対象に、適切な遊びや
生活の場を提供し、児童の健全育成を図る事
業です。

13か所（15単位）を運営（定員749
人）
東部学童クラブ移転新築（本体工
事）

12か所（15単位）を運営（定員724
人）
登録児童数（4月1日現在）773人

入所需要に対応しなが
ら、継続実施する

子ども家庭課

(12)　実費徴収に係る補足給付を行
う事業

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定
教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき
日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物
品の購入に要する費用または行事への参加に
要する費用等を助成する事業です。

特定教育・保育施設を利用する生
活保護世帯を対象に、施設が実費
を徴収する費用の一部を助成
交付実績　延べ2人

特定教育・保育施設を利用する生
活保護世帯に対し、施設が実費徴
収する費用の一部を助成
令和元年度から私学助成幼稚園を
利用する年収360万円未満世帯等
の副食費についても拡大（幼保無
償化による）。
交付実績
生活保護世帯　延べ14件
私学助成幼稚園（令和元年10月か
ら）延べ265人

令和元年10月からの幼
児教育・保育の無償化
に伴い、拡大実施する

子ども家庭課

(13)　多様な主体が本制度に参入
することを促進するための事業

特定教育・保育施設等への設置または運営を
促進するための事業です。

民間事業者からの新規参入意向が
なく、実施には至らなかった

民間事業者からの新規参入意向が
なく、実施には至らなかった

引き続き調査・検討する 子ども家庭課

(10)　病児保育事業
（病児・病後児保育事業）
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

1 子育てガイドの作成
第5章　子ども・子育て支援事業計画の「利用者
支援事業」に掲載。

― ― ― 子ども家庭課

2
地域子育て支援センター運営
事業

第5章　子ども・子育て支援事業計画の「地域子
育て支援拠点事業（地域子育て支援センター）」
に掲載。

― ― ―
地域子育て
支援センター

1 児童館の整備、運営の充実
児童の遊び場、居場所づくりのため、児童館の
整備・運営を行います。

輪厚、大曲、北広島団地の3か所の
児童センター運営

児童センター3か所の運営（来館者
数26,089人）

継続して実施する 子ども家庭課

2 街区公園の整備
子どもからお年寄りまで広く交流できるような街
区公園の施設整備を行います。

西部パークの整備を実施 街区公園の整備箇所なし
未整備の公園の施設整
備を継続して実施する

都市整備課

3
公園施設長寿命化対策支援事
業

公園利用の安全を図るため、老朽化した施設の
改築・更新を行います。

広島公園ほか6公園の老朽化した施
設の改築・更新を実施
みはらし公園ほか3公園の便所のバ
リアフリー化（増設・改修）を実施

つつじヶ丘公園ほか3公園の老朽化
した施設の改築・更新を実施

今後も施設の老朽化が
著しい公園施設の改
築・更新を実施する

都市整備課

4
高齢者等と子どもの世代間交
流の推進

保育所地域活動による高齢者との交流事業や
児童館における異世代交流を開催します。

認可保育所等13施設、児童センター
3か所で実施

認可保育所等13施設、児童センター
3か所で実施

継続して実施する
公立保育園
子ども家庭課

（令和2年3月31日現在）

第6章「施策の総合的展開」掲載各施策・事業の進捗状況

基本目標　1　地域における子育ての支援
基本施策　(1)　地域における子育て支援サービスの充実

基本施策　(2)　保育サービスの充実

基本施策　(3)子育て支援のネットワークづくり

「第５章　子ども・子育て支援事業計画」で掲げた地域子ども・子育て支援事業を通じて、地域における子育て支援サービスの充実を図ります。

「第５章　子ども・子育て支援事業計画」で記載しているとおり、保育サービスの充実を図ります。

基本施策　(4)子どもの健全育成
推進施策　ア　公共施設等を活用した地域の協力による子どもの健全育成
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

5
社会教育事業による子ども向
け講座の開催

子どもの学習や自然体験教室の開催、障がい
児・者との交流を行います。

フレンドリーセンター事業の開催　2
事業 計32名参加

フレンドリーセンター事業の開催　2
事業 計30名参加

ニーズに合わせた事業
選定をしているが、参加
者拡大の工夫が必要で
ある

社会教育課

6
公民館事業による子ども向け
講座の開催

子どもたちによる公民館普及事業や各公民館で
子ども向け講座を行います。

・地区公民館活動連携事業
西の里地区　2事業　46人参加
西部地区　　 1事業　38人参加
東部地区　　 2事業　45人参加
大曲地区　 　1事業　50人参加
・公民館まつり（子ども広場）
来場者850人（うち子ども120人）

・地区公民館活動連携事業
西の里地区　1事業　29人参加
大曲地区　 　1事業　28人参加
西部地区　　 0事業
東部地区　　 0事業

・公民館まつり（子ども広場）
来場者850人（うち子ども120人）

継続して実施する 社会教育課

7 図書館サービス提供事業

図書館を利用し、子どもが図書に親しむ機会を
提供するとともに、児童書の充実による読書環
境の整備により、子どもが読書に親しむ機会を
提供します。

資料の充実により、子どもの読書環
境の整備を実施

資料の充実により、子どもの読書環
境の整備を実施

安定した資料購入に
よって、利用満足度や
高い利用率を維持する

文化課（図書館）

8 体育事業の推進

体育館、プール等を利用し、子どもがスポーツに
親しむ機会を提供するとともに、スポーツ大会や
セミナーなどを開催し、子どもたちの体力づくりを
図ります。

市民スポーツ活動推進事業
5事業実施  参加者数延べ740人
スポーツアカデミー事業
6事業実施 参加者数延べ305 人

市民スポーツ活動推進事業
5事業実施  参加者数延べ415人
スポーツアカデミー事業
7事業実施 参加者数延べ234 人

継続して実施する 社会教育課

9 スポーツ少年団活動の支援
スポーツ活動を通じた心身ともに健康な体力づく
りのための少年団の支援を行います。

チャレンジジュニアスクール36人
少年団(12種目：26団体)への補助金
交付 453,000円

チャレンジジュニアスクール37人
少年団(12種目：26団体)への補助金
交付 453,000円

継続して実施する 社会教育課

10 青少年問題行動対策
生徒指導担当指導主事及び専任指導員の2人
を配置し、青少年の指導、巡視を実施します。

補導巡視活動及び立入調査・不審
者等に対する対応、啓発、防犯教室
の実施

補導巡視活動及び立入調査・不審
者等に対する対応、啓発、防犯教室
の実施

生徒指導担当指導主事
及び専任指導員の2名
で継続して実施する

学校教育課

11 ＰＴＡ連合会の支援
各小中学校ＰＴＡの連絡調整や教育の振興活動
を行うＰＴＡ連合会に対し補助を行います。

市PTA連合会の活動に対する支援
の実施

市PTA連合会の活動に対する支援
の実施

児童生徒の健全育成を
図るため、学校だけでな
く家庭での教育力を高
めることが必須であるこ
とから、活発なPTA活動
の支援を行う

学校教育課

12 教育相談事業の推進
家庭や学校の問題に対し、電話や面談で教育相
談員が相談指導を行います。

教育相談員による相談
相談件数　延べ138件

教育相談員による相談
相談件数　延べ133件

引き続き教育相談員1
人を配置する

学校教育課
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

13 青少年電話相談の実施
家庭や学校、身体に関することなどの相談に、カ
ウンセラーによる助言や他機関の紹介など問題
解決を図ります。

― ― №12の事業に統合する 学校教育課

14 不登校対策事業の推進

不登校の予防や適応指導教室「みらい塾」を中
心に学校復帰に向けた取組みと個別訪問指導
を行います。
また、ＮＰＯ等と連携してひきこもりの子どもたち
の支援を行います。

不登校児童生徒数 53人
みらい塾通級者 18人
子どもサポートセンター相談員によ
る相談 延べ475件

不登校児童生徒数 76人
みらい塾通級者 26人
子どもサポートセンター相談員によ
る相談 延べ442件

不登校児童生徒への取
組として「みらい塾」の
運営を引き続き行う。ま
た、子育てや不登校に
悩んでいる保護者の相
談に対応するため、引
き続き子どもサポートセ
ンター相談員を置き、相
談体制の充実を図る

学校教育課

15 学校との連携
各学校や警察と連携を図り、学校内外の児童・
生徒の問題行動への対応と未然防止に努めま
す。

学校、警察との連携
専任指導員による巡視活動

学校、警察との連携
専任指導員による巡視活動

連携強化と専任指導員
による巡視活動を継続
して実施する

学校教育課

16
青少年健全育成連絡協議会の
支援

学校や地域の方々が連携して行う、子どもたち
の巡視や啓発など健全育成活動に対し補助を
行います。

市内6地区にある健全育成連絡協
議会への支援

市内6地区にある健全育成連絡協
議会への支援

各地区の青少年健全育
成連絡協議会と連携
し、地区の状況に応じた
育成環境の整備を進め
る必要があり、引き続き
実施する

学校教育課

6 



NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

1
放課後児童健全育成事業
（学童クラブ）

第5章　子ども・子育て支援事業計画の「放課後
児童健全育成事業（学童クラブ）」に掲載。

― ― ― 子ども家庭課

2 放課後子ども教室の開設

放課後や長期休業中に小学校の余裕教室を活
用して、子どもに学習や体育活動などの機会を
提供します
また、連携可能な放課後児童クラブ（学童クラ
ブ）との一体的な展開を検討します（1か所）

大曲小学校、双葉小学校で放課後
子供教室を実施

登録児童人数
大曲小 143人
双葉小 101人

大曲小学校、双葉小学校で放課後
子供教室を実施

登録児童人数
大曲小 115人
双葉小 50人
東部小 92人

放課後等に小学校の余
裕教室等を活用して児
童に学習活動等を提供
し、その結果学校の授
業以外で学習活動と体
育活動を実施したことで
学習習慣や体を動かす
習慣を身に付ける一助
となった
今後も引き続き実施す
る

社会教育課

1 児童手当の支給
児童手当法に基づき中学校修了前の児童の家
庭に手当を支給します。

中学校修了前の児童を養育してい
る保護者等に支給
1～3歳未満＝15,000円
3歳～小学6年＝第1・2子10,000円、
第3子以降15,000円
中学生＝10,000円
所得制限限度額以上の世帯＝
5,000円（特例給付）
（いずれも児童一人当たり月額）

平成31年2月定時払児童手当・特例
給付受給者数　3,845人

中学校修了前の児童を養育してい
る保護者等に支給
1～3歳未満＝15,000円
3歳～小学6年＝第1・2子10,000円、
第3子以降15,000円
中学生＝10,000円
所得制限限度額以上の世帯＝
5,000円（特例給付）
（いずれも児童一人当たり月額）

令和2年2月定時払児童手当・特例
給付受給者数　3,619人

継続して実施する 子ども家庭課

2 就学援助費の支給

生活困難家庭の児童・生徒に対して、就学のた
め経済的援助を行います。
平成26年度からは、支給品目にPTA会費・生徒
会費・部活動費を追加して支給しています。

小学校 610人
中学校 316人

小学校 579人
中学校 288人

継続して実施する 学校教育課

3 奨学金の支給
経済的理由で修学困難な学生で、かつ、学業が
優秀な者に奨学金を支給します。

90人選考 86人選考

高校生等の就学支援を
行うことにより、保護者
の経済的負担の軽減が
図られており今後も継
続して実施する

学校教育課

推進施策　イ　放課後子ども総合プラン

推進施策　ウ　経済的支援
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

4 高等学校入学準備金の支給
経済的理由で入学・修学困難な学生に準備金を
支給します。

113人支給 103人支給

高校生等の就学支援を
行うことにより、保護者
の経済的負担の軽減が
図られており今後も継
続して実施する

学校教育課

5 乳幼児へのごみ袋の支給
満2歳未満の乳幼児がいる家庭に、普通ごみ用
の指定ごみ袋を一定枚数無償で交付します。

交付人数352人 交付人数333人
継続して実施する

環境課

1
シルバー子育てサポート事業
の推進

常設の地域子育て支援センターを拠点に、シル
バー世代が子育てアドバイスや昔遊び等の交流
活動を行います。

サポーター登録数 　20人
活動日数 　43日
参加者数延べ 316人

サポーター登録数　　　　19人
活動日数　　　　　　　　　　38日
参加者数延べ　　　　　　287人

継続して実施する
地域子育て
支援センター

2
ファミリー・サポート・センター事
業

第5章　子ども・子育て支援事業計画の「子育て
援助活動支援事業（ファミリー・サポート・セン
ター事業）」に掲載。

― ― ―
地域子育て
支援センター

1 母子健康手帳の交付

妊娠届出にもとづいて、母子健康手帳を交付し
ます。同時に妊娠期の健康と適切な食生活につ
いての保健指導を行います。また、父親の積極
的な育児参加のきっかけづくりとして、父子健康
手帳を配布します。

交付人数247人 交付人数261人 継続して実施する 健康推進課

2 ハイリスク妊婦把握・支援

妊娠届出時に「妊娠に関するアンケート」を妊婦
対象に実施し、妊娠・出産や育児に不安を抱え
ている妊婦を早期に発見し、妊娠から育児まで
の期間を安心して過ごせるよう支援します。

ケース検討28回91件 ケース検討33回110件 継続して実施する 健康推進課

3 妊婦健康診査事業
第5章　子ども・子育て支援事業計画の「妊産婦
健康診査事業」に掲載。

― ― ― 健康推進課

基本目標　2　母性と子どもの健康の確保と増進
基本施策　(1)　　切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策

基本施策　(5)　地域における人材育成
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

4 妊産婦健康相談
妊産婦の悩みや不安等に対し、保健師による面
接や電話での相談、指導を行います。

面接184人・電話87人・その他0人 面接290人・電話41人・その他0人

R2.7子育て世代包括支
援センター事業の開始
に伴い、妊娠届出時に
妊婦全数と面接するこ
とにしたため、面接での
相談件数が増加し、相
対的に電話相談が減少
している。今後も継続し
て実施する

健康推進課

5 マタニティスクール
4回を1コースとして、母乳育児や妊娠中の食事
などの各種講話と交流会を行います。

5コース（1コース4回※9月コースの
み3回）
実人数26人
延べ人数89人

5コース（1コース4回※2月コースの
み2回）
実人数33人
延べ人数94人

継続して実施する 健康推進課

6 マタニティスクール両親コース
夫婦で協力して子育てをするイメージを持てるよ
う赤ちゃんのお風呂やおむつ交換の実習、妊娠
疑似体験などを行います。

4回　40組　81人 3回　30組　58人 継続して実施する 健康推進課

7 母子保健推進員活動

母子保健推進員が、妊娠中と出産後に各家庭を
訪問し、状況確認や育児交流会等の各種事業
の周知など行い、妊産婦の孤立化を防ぎます。
地区会館等で育児交流会を開催し、育児中の親
子の仲間づくりをすすめます。

母子保健推進員 21人委嘱
訪問活動報告数
妊婦　実件数156件、延べ件数292
件
乳児　実件数211件、延べ件数331
件

母子保健推進員 18人委嘱
訪問活動報告数
妊婦　実件数161件、延べ件数282
件
乳児　実件数182件、延べ件数324
件

社会資源整備と社会背
景に伴う本事業の活動
減少のため、令和元年
度で事業終了

健康推進課

8
乳児家庭全戸訪問事業
(赤ちゃん訪問)

第5章　子ども・子育て支援事業計画の「乳児家
庭全戸訪問事業」に掲載。

― ― ― 健康推進課

9 未熟児訪問

平成24年度まで千歳保健所が担当していた未
熟児訪問(出生体重2000グラム未満等)は、北海
道からの権限移譲により平成25年度から赤ちゃ
ん訪問の中で市が実施しています。

低体重児訪問数29人
うち未熟児訪問数11人

低体重児訪問数25人
うち未熟児訪問数9人

継続して実施する 健康推進課

10

養育者支援・保健医療連携シ
ステム*
＊北海道が実施主体。妊娠・出産期に
おいて支援を必要としている養育者を
早期に適切な支援に結びつけるため、
保健機関と医療機関が双方向に情報
を共有する。

妊娠、出産期において特に養育支援を必要とす
る家庭を積極的に把握し支援するため、医療機
関、他市町村と情報共有を図ります。

病院からの情報提供数22件 病院からの情報提供数19件 継続して実施する 健康推進課
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

11 乳児健康診査

3・6・10か月児を対象に小児科医の診察や身体
計測、育児、栄養、歯科相談を行います。精密
検査が必要な乳児については、医療機関への
紹介状を発行します。
健診の場を活用し、育児の悩みや不安について
の相談対応や子育ての情報提供を行います。

受診実人数　458人
受診延べ人数　913人

受診実人数　407人
受診延べ人数　736人

継続して実施する 健康推進課

12 1歳6か月児健康診査

小児科医による診察、身体計測、歯科医師によ
る歯科健診、育児・栄養・歯科相談を行います。
問診時には、発達面の教室への参加を案内しま
す。精密検査が必要な幼児については、医療機
関への紹介状を発行します。
健診の場を活用し、育児の悩みや不安について
の相談対応や子育ての情報提供を行います。

受診数　332人
受診実人数　290人
受診延べ人数　293人

継続して実施する 健康推進課

13
あそび教室(1歳6か月児健康診
査事後教室)

１歳6か月から3歳未満の幼児とその保護者のう
ち、1歳6か月児健康診査等において精神運動発
達面で要経過観察となった幼児や子どもの発達
や育児に不安がある保護者を対象にあそび教
室を開催します。こども発達支援センターと協力
して、自由遊びや設定遊びを通して子ども経験
を広げ、発育を支援し、保護者への相談対応な
どを行います。

実人数　21人
延べ人数　197人

実人数　18人
延べ人数　163人

継続して実施する 健康推進課

14 3歳児健康診査

小児科医による診察、尿検査、視力検査、身体
計測、歯科医師による歯科健診、育児・栄養・歯
科相談を行います。
問診時には、発達面のスクリーニングを行い、必
要な場合は、発達相談を案内します。精密検査
が必要な幼児については、医療機関への紹介
状を発行します。
健診の場を活用し、育児の悩みや不安について
の相談対応や子育ての情報提供を行います。

受診数　368人 受診数　実347人 継続して実施する 健康推進課

15 フッ化物塗布
1歳から就学前の幼児を対象に歯科健診とフッ
化物塗布、歯科相談を行います。

実人数　224人
延人数　293人

実人数　211人
延人数　289人

継続して実施する 健康推進課
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

16 フッ化物洗口 保育所でのフッ化洗口を行います。

公立保育園3園で継続実施
保護者説明会　　2回　24人
洗口　5歳児：4月から継続実施
　　　　4歳児：6月開始

公立保育園3園で継続実施
保護者説明会　　3回　58人
洗口　5歳児：4月から継続実施
　　　　4歳児：6月開始

継続して実施する 健康推進課

17 予防接種
定期の予防接種を行います。任意の予防接種で
あるインフルエンザワクチンは、障がい児を対象
に接種費用を助成します。

二種混合 414件
四種混合 1,148件
MR 710件
BCG 283件
ポリオ 1件
インフルエンザ7,429
ヒブ 1,116件
小児用肺炎球菌 1,116件
水痘 643件
成人用肺炎球菌 1,659件
日本脳炎2,482件
Ｂ型肝炎833件

二種混合　399人
四種混合　1,117人
MR　642人
BCG　267人
ポリオ　0人
インフルエンザ　8,218人
ヒブ　1,045人
小児用肺炎球菌　1,109人
子宮頸がん　5人
水痘　557人
成人用肺炎球菌　645人
日本脳炎　2,450人
B型肝炎　815人

継続して実施する 健康推進課

18 マタニティスクールクラス会

マタニティスクール修了生が出産後に再会する
クラス会を行います。クラス会では、保育士によ
る手遊びの紹介や交流会を行うことにより、育児
不安の軽減と仲間づくりをすすめます。クラス会
後も自主的に交流会が開催できるよう支援しま
す。

参加数19組 参加数23組 継続して実施する 健康推進課

19 育児交流会
母子保健推進員が、主体となり、子育て中の親
子を対象に離乳食や手あそび、手づくりおもちゃ
などの育児交流会を行います。

5コース実施
実組数69組
延べ組数107組

4コース実施
実組数28組
延べ組数45組

母子保健推進員活動と
しての育児交流会は、
令和元年度を以て終了

健康推進課

20
ふたご・みつごの育児交流会
の開催

多胎児を妊娠中の妊婦と育児中の保護者を対
象に交流会を開催します。子育て支援センターと
協力し、情報交換や仲間づくりをすすめます。

― ―

社会資源の整備に伴う
本事業の参加者数減少
のため、平成28年度で
事業終了

健康推進課

21 出前健康講座・健康教育
団体やグループからの依頼により出前健康講座
を実施します。また、広報やホームページなどを
通じて正しい知識の普及に努めます。

13回　162人 12回　177人 継続して実施する 健康推進課
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

22
保育園での健康診断や歯科検
診による保健指導の推進

園児の健康診断と虫歯予防の歯科保健指導を
行います。

全保育施設で実施 全保育施設で実施 継続して実施する 公立保育園ほか

23 入院助産の支援
経済的理由で入院助産が出来ない妊産婦に対
し、入院、出産を支援します。

利用申請 1件 利用申請 1件 継続して実施する 子ども家庭課

1 フッ化物洗口 小学校でのフッ化物洗口を行います。

市内小学校全9校で継続実施
（4月：希望調査・継続変更確認
　5月：洗口開始）
保護者説明会　1回　2人

市内小学校全9校で継続実施
（4月：希望調査・継続変更確認
　5月：洗口開始）

継続して実施する
健康推進課
学校教育課

2 性教育の充実
児童・生徒の発達段階に応じた性教育を、年間
を通して計画的に実施します。

各学年において保健体育教育等で
計画的に実施

各学年において保健体育教育等で
計画的に実施

今後も計画的に進め、
教育の充実を図る

学校教育課

3
学校での喫煙・飲酒・薬物防止
教育の推進

日常の生徒指導、道徳や総合的な学習の時間
で、保健体育科など教科と関連付けしながら指
導を行います。

小学校高学年、中学校で計画的に
実施

小学校高学年、中学校で計画的に
実施

外部講師などを活用し、
今後も学習内容の充実
を図る

学校教育課ほか

4 食に関する指導の推進

児童・生徒が生涯にわたり健康な生活を送るこ
とができるよう、学校給食、教科等を通して自ら
健康について考える力を育むため、食の指導の
充実を図ります。

学校栄養教諭による食に関する指
導の実施

学校栄養教諭による食に関する指
導の実施

今後も継続して実施す
る

学校給食センター

5 乳幼児ふれあい体験の実施
生徒が保育所で乳幼児との交流を通して、子ど
もを育てることの意義について理解を深めるよ
う、ふれあい体験を実施します。

保育施設11施設で実施 保育施設11施設で実施
学校からの要請に応じ
実施する

公立保育園ほか

6 教育相談事業の推進（再掲）
基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

― ― ― 学校教育課

基本施策(2)　学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の充実
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

7 青少年電話相談の実施（再掲）
基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

― ― ― 学校教育課

1 保育所給食調理実習の開催
保育所で児童に人気の給食メニューを実習しま
す。

地域子育て支援センターで幼児食
講座を実施（2回）

地域子育て支援センターで幼児食
講座を実施（2回）

継続して実施する
地域子育て
支援センターほか

2 地産地消の推進
保育所給食に地元食材を多く取り入れ、地産地
消を普及します。

市内農家から、米、イチゴ、とうもろ
こしなどを購入し給食に使用

市内農家から、米、イチゴ、とうもろ
こしなどを購入し給食に使用

継続して実施する 子ども家庭課

3 親と子の食育事業の推進
親子で作物の栽培や収穫、調理実習や講義等
を実施し食の大切さを普及します。

(夏季食農教室)　参加者9組19名
市内水田農業見学、ブルーベリー収
穫体験、調理体験等
(冬季食農教室)　参加者17組37名
市内農業や森林等のお話し、赤毛
米を使用したお菓子の試食、木工体
験等

（夏季食農教室） 参加者11組25名
市内農場でとうきび収穫体験、圃場
見学等

（冬季食農教室） 参加者7組16名
北広島消費者協会と共催で実施。
市産の食材を使用した調理体験等

継続して実施する 農政課

4 食に関する指導の推進（再掲）
基本目標2「母性および子どもの健康の確保お
よび増進」の(2)「学童期・思春期から成人期に向
けた保健対策の充実」に掲載。

― ― ― 学校給食センター

5 妊娠期からの取組み

母子健康手帳交付時やマタニティスクール等の
機会を通じ、健康や『食』の知識の普及・相談を
行います。
妊婦の定期健診を支援し、母子の栄養指導など
健康管理を行います。

母子健康手帳交付時の栄養リーフ
レット配布数286件
マタニティスクール栄養相談数20人

母子健康手帳交付時の栄養リーフ
レット配布数286件
マタニティスクール栄養相談数25人

継続して実施する 健康推進課

6 乳幼児健診等を通じた取組み

乳幼児健康診査や育児相談などで、成長に合
わせた栄養相談や『食』に関する情報提供を行
います。
育児交流会を開催し、保護者に対し、『食』の知
識の提供や技術的支援を行います。
食育への関心を高めるために食育に関するイベ
ントを開催します。

乳幼児健診栄養相談件数延べ
1,135人
育児交流会参加数45人
出前健康講座（食事や栄養関係）　3
回　49人（基本施策（1）No21の出前
健康講座とは別掲）

乳幼児健診栄養相談件数延べ
1011人
育児交流会参加数22人
出前健康講座（食事や栄養関係）
4回　65人（基本施策（1）No21の出
前健康講座とは別掲）

継続して実施する 健康推進課

基本施策(3)　「食育」の推進
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

1 マタニティマークの配布 妊娠届出時にマタニティマークを配布します。 配布数286人 配布数286人 継続して実施する 健康推進課

2 駐車場の確保
公共施設の駐車場に設置している身障者用駐
車場に妊産婦も優先して駐車できるようマタニ
ティマークの看板を設置します。

市内公共施設に設置済み 市内公共施設に設置済み

既存施設については、
設置済みであり、今後
整備する公共施設につ
いても、継続して設置す
る

健康推進課

3 育児交流会の開催（再掲）
基本目標2「母性および子どもの健康の確保お
よび増進」の(1)「切れ目ない妊産婦・乳幼児へ
の保健対策」に掲載。

― ― ― 健康推進課

4 事故防止の推進
乳児健診時に事故予防に関する知識普及啓発
を行います。

パンフレットの配布数 317人 パンフレットの配布数 235人 継続して実施する 健康推進課

5
地域子育て支援センター運営
事業（再掲）

第5章　子ども・子育て支援事業計画の「地域子
育て支援拠点事業（子育て支援センター）」に掲
載。

― ― ―
地域子育て
支援センター

1 夜間急病センターの継続運営
市民が緊急時に安心して医療が受けられるよう
急病医療体制を整備します。

受診者 1,613人 受診者 1,598人 継続して実施する 健康推進課ほか

2 在宅当番医制の実施

内科と外科については、早朝夕方の診療を行い
ます。
歯科については、休日等の急病医療の診療を行
います。

受診者 4,614人 受診者 3,901人 継続して実施する 健康推進課ほか

3 子ども医療費の助成
中学生までの通院および入院に対し、医療費の
助成を行います。

助成件数88,929件
受給者数6,301人
　就学前児童2,405人
　小学生2,531人
　中学生1,365人

助成件数89,195件
受給者数6,011人
　就学前児童2,260人
　小学生2,461人
　中学生1,290人

継続して実施する 保険年金課

基本施策(4)　子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくり

基本施策(5)　小児医療の充実
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

4 未熟児養育医療の給付
医師が入院養育を必要とした未熟児に対し医療
費の給付を行います。

助成件数39件
受給者数13人

助成件数18件
受給者数10人

継続して実施する 保険年金課

1
乳幼児ふれあい体験の実施
(再掲)

基本目標2「母性と子どもの健康の確保と増進」
の(2)「学童期・思春期から成人期に向けた保健
対策の充実」に掲載。

― ― ― 保育所ほか

1
個に応じた多様な指導方法の
充実

習熟度別少人数指導やティーム・ティーチング
（ＴＴ）指導等を取り入れ、個に応じたきめ細かな
指導を行います。

全ての小中学校で実施 全ての小中学校で実施
学校での評価も高いこ
とから今後も継続して実
施する

学校教育課

2
基礎を理解する指導計画の改
善・充実

基礎・基本の確実な定着のための指導方法の
工夫・改善を行います。

学校改善プランを策定し、指導方法
工夫・改善を実施

学校改善プランを策定し、指導方法
工夫・改善を実施

授業評価や学校評価を
行い、PDCAサイクルに
よる改善に努めていく

学校教育課

3 英語指導助手（ALT）の活用
生きた語学教育を進めるため、英語指導助手を
招致し学校に派遣します。

小学校の外国語活動及び中学校外
国語授業にALTを活用した授業時
数を増やして充実を図り、5人体制で
実施

小学校の外国語活動・外国語授業
及び中学校外国語授業にALTを活
用した授業時数を増やして充実を図
り、7人体制で実施

継続して実施する 学校教育課

4 学校図書館活用事業

学校図書センターを配置し、小学校においては
児童図書の学校間巡回を行い、中学校において
は学校図書館が活性化されるよう、学校司書の
配置を行います。

「学校図書センター」を中心とし、
ネットワークを活用した蔵書の有効
活用を図るとともに、中学校へ学校
司書3人の配置を実施
地域まるごと読書支援事業の実施

「学校図書センター」を中心とし、
ネットワークを活用した蔵書の有効
活用を図るとともに、中学校へ学校
司書3人の配置を実施。また、地域
まるごと読書支援事業の実施。

充足率を維持しつつ、
引き続き資料の更新を
行う。また学校司書配
置に向けた人的整備を
図る

学校教育課

5 授業補助員活用事業
担任のほかに授業補助員を配置し「よりわかる
授業」を展開します。

市立小中学校16校で年間3,200時間
を傾斜配分

市立小中学校16校で年間3,200時間
を傾斜配分

効果効率的な活用にな
るよう努める

社会教育課

基本目標　3　子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備
基本施策(1)　次代の親の育成

基本施策(2)　子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備
推進施策　ア　確かな学力の向上
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

1 多様な体験活動機会の充実
自然に親しみ、情操や社会性を醸成する体験活
動を推進します。

小学校で調べ学習、中学校で職場
体験等を実施

小学校で調べ学習、中学校で職場
体験等を実施

多様な体験活動機会の
充実を継続して実施す
る
キャリア教育を教育課
程に位置づけし、発達
段階に応じた態度や能
力を育む

学校教育課

2 地域交流事業の推進
地域の人材や素材などの授業への活用と地域
との交流を進めます。

授業補助員177人を派遣 授業補助員を延べ851人を派遣
学校支援地域本部と連
携した中で更に充実を
図る

社会教育課

3 教育相談事業の推進（再掲）
基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

― ― ― 社会教育課

4 青少年電話相談の実施（再掲）
基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

― ― ― 学校教育課

5 不登校対策事業の推進（再掲）
基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

― ― ― 学校教育課

6 子ども大使交流事業の推進

小中学生を対象とした東広島市との姉妹都市交
流を実施することで友好親善を深め、学習効果
を還流します。
また、平和を尊ぶこころを育てます。

小中学生14人を子ども大使として東
広島市、広島市に派遣し郷土、平和
の大切さについて実際に体験させる
とともに、報告会、東広島市の大使
受け入れなど、各校で全体化する取
り組みも併せて実施
交流事業委員会と共同で訪問報告
集を作成した

小中学生14人を子ども大使として東
広島市、広島市に派遣し郷土、平和
の大切さについて実際に体験させる
とともに、報告会、東広島市の大使
受け入れなど、各校で全体化する取
り組みも併せて実施
交流事業委員会と共同で訪問報告
集を作成した

各校で全体化する取組
みを行うことで、子ども
大使として派遣された児
童・生徒以外にも学習
効果があったことから、
今後も継続して実施す
る

教育総務課

7 国際交流事業の実施
カナダ交流都市と青少年の派遣・受け入れの交
流事業を行います。

高校生20人、引率者2人を受入れ 高校生9名、引率者2名を派遣
地域に根差した国際交
流事業の展開を図る

社会教育課

推進施策　イ　豊かな心の育成
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

8 道徳教育の充実
道徳教育の充実を図るための副読本の整備や
教材の開発を行います。

子どもたちに基本的な生活習慣や
規範意識を身に付けさせるととも
に、自尊感情や他人への思いやり、
生命を尊重する心、公共の精神な
ど、道徳の時間などを中心に豊かな
心を養う教育の充実に取り組んだ

子どもたちに基本的な生活習慣や
規範意識を身に付けさせるととも
に、自尊感情や他人への思いやり、
生命を尊重する心、公共の精神な
ど、道徳の時間などを中心に豊かな
心を養う教育の充実に取り組んだ

道徳教育の授業を行う
上で必要となる児童生
徒用の教材等の充実を
図る

学校教育課

9 福祉読本の作成・配布
人権・福祉・総合教育のための福祉読本を作成
し、児童･生徒に配布して豊かな心の育成を図り
ます。

各校における福祉読本活用状況の
交流及び指導案等の活用実践資料
を集約し資料集としてまとめ、各学
校に配布した。
小中一貫教育に伴う、福祉読本の
在り方について検討した

小中一貫教育に伴う、福祉読本を福
祉読本活用状況の交流及び指導案
等の活用実践資料として、小中学校
通じて使用できるよう合本とした。令
和２年度から令和５年度まで使用す
るため、作成し各小中学校に配布し
た。

道徳準教科書や福祉読
本を活用し、事業の充
実を図り今後も継続して
実施する

学校教育課

10 社会科副読本の作成・配布
住んでいる地域を知ってもらうため小学3年生に
社会科副読本を配布し郷土学習を行います。

社会科副読本に沿った各単元ごと
のテストを作成後、集約し、各学校
に配布

令和２年度から使用する社会科教
科書に沿って、社会科副読本を作成
し、小学校へ配布した。より地域郷
土を深く学習できるよう配慮されて
いる。令和２年度から令和５年度ま
で使用する。

郷土資料教材化事業と
して継続して実施し、地
域に根ざした授業の充
実を図る

学校教育課

11
図書館フィールドネット事業の
実施

図書館での読書まつりや絵本作り、本の読み聞
かせなど読書普及活動や、子ども映画上映など
の文化活動を行います。

読書普及事業を通して、市民の読書
への関心・興味を高めるため、北広
島市図書館フィールドネット運営委
員会の支援を実施

読書普及事業を通して、市民の読書
への関心・興味を高めるため、北広
島市図書館フィールドネット運営委
員会の支援を実施

フィールドネットによる継
続的な読書普及事業
は、市民協働活動として
大きな成果となっている

文化課（図書館）

12 芸術文化活動の推進
演劇や映画鑑賞、音楽などにより、子どもの豊
かな心の育成に努めます。

ホールで演劇や映画、美術、音楽鑑
賞を実施

ホールで演劇や映画、美術、音楽鑑
賞を実施
そのほか、アウトリーチによる音楽
鑑賞等を実施

北広島市芸術文化ホー
ル運営委員会事業とし
て継続する

文化課(芸術文化
ホール)

13 心の教室相談員の配置
小中学校に相談員を配置し、児童・生徒のストレ
ス・悩み・不安の解消と問題行動の抑制を図りま
す。

相談件数（延べ件数）
小学校 118件　中学校 219件

相談件数（延べ件数）
小学校 125件　中学校 243件

児童生徒の悩みや不
安、ストレス等の解消を
図るとともに、いじめや
不登校の未然防止と早
期発見につなげるため
に必要であることから継
続して実施する

学校教育課

1
体育・健康に関する指導の充
実

児童・生徒が心身ともに健康な生活を送るため、
健康や体力を育む指導の充実を図ります。

新体力テストを実施し、各学校にお
ける課題の分析と体力向上の取り
組みを推進した

新体力テストを実施し、各学校にお
ける課題の分析と体力向上の取り
組みを推進した

継続して新体力テストを
実施し、各教科と関連
付けながら指導の充実
を図る

学校教育課

推進施策　ウ　健やかな体の育成
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

2 体育事業の推進（再掲）
基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

― ― ― 社会教育課

3
スポーツ少年団活動の支援
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

― ― ― 社会教育課

1 学校評議員制度の推進
学校が地域と一体となった特色ある教育活動を
進めるため、学校評議員制度の活用を図りま
す。

各学校で年2～3回の会議を開催し
評議員から意見を聴取した

各学校で年2～3回の会議を開催し
評議員から意見を聴取した

今後も評議員から出さ
れた意見を参考に、学
校運営の改善を図る

学校教育課

2 開かれた学校づくりの推進
学校関係者評価委員による学校関係者評価を
行い、地域社会に対して、開かれた学校づくりを
進めます。

学校関係者評価委員からの学校に
対する評価をもらい、その結果を
ホームページや学校だよりなどによ
り広報した

学校関係者評価委員からの学校に
対する評価をもらい、その結果を
ホームページや学校だよりなどによ
り広報した

学校経営についての評
価をもらうとともに、今
後も保護者や地域に対
しての情報発信を充実
させる

学校教育課

3 教職員研修の充実 教職員の研修を進め、資質向上を図ります。
夏季休業中に教師力パワーアップ
セミナーを開催し、資質向上を図っ
た

長期休業中に教職員向けのパワー
アップセミナーを開催し、資質向上を
図った

最新の教育課題を題材
に研修会を開催するこ
とで、資質向上につな
がっており今後も継続し
て実施する

学校教育課

4
学校の適正規模・適正配置の
推進

教育効果の向上を図るため、市内小中学校の
適正規模・適正配置を推進します。

―

北広島市立小学校及び中学校通学
区域審議会を開催（5回）
『北広島市立小学校及び中学校の
適正規模に関する基本方針』を策定
（令和2年3月）

未来を担う子どもたちに
とってより良い教育環境
の 確保と教育の質の向
上を図る観点から、適
正規模に関する基本方
針を策定することができ
た

小中一貫・教育施策
推進課

5 学校図書館図書整備の推進
学校図書館の図書および書架等の充実を図りま
す。

小中学校の図書購入の実施 小中学校の図書購入の実施

蔵書図書の充実を図
り、学校司書を計画的
に各学校に設置し、学
校図書館利用の促進を
図る

学校教育課

推進施策　エ　信頼される学校づくり
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

6 学校施設の整備
学校施設の整備、充実を図ります。(耐震化、大
規模改修)

東部中学校屋体大規模改造工事、
大曲中学校大規模改造工事の実施
設計、大曲小学校校舎・北の台小学
校屋体防音機能復旧工事、双葉小
学校・大曲小学校の遊具新設工事
（鉄棒）を実施

大曲中学校大規模改造工事、東部・
大曲・双葉・緑ヶ丘小学校及び広葉
中学校の非構造部材耐震改修工事
の実施設計、西部・緑ヶ丘・大曲東・
双葉・北の台小学校の遊具修繕（鉄
棒、雲梯、ブランコほか）を実施

補助制度等を活用し、
計画的な整備・更新を
実施する

教育総務課

1 幼・保・小連携推進事業
保育所、幼稚園等から小学校への円滑な移行
のため連携強化を図ります。

『北広島市幼児教育連携アクション
プラン』に基づき、市内全小学校と
市内すべての幼稚園・保育園・学童
クラブの担当者による交流会2回（6
月、1月）、幼児教育の連携に関する
懇話会3回（7月、10月、2月）を実施

『北広島市幼児教育連携アクション
プラン』に基づき下記の事業を実施
懇話会の開催　3回
幼保小連携に関する講演会・研修
会（教員間交流・研修）3回
懇談会開催　1回
幼稚園参観研修　2回
幼保保護者説明会への小学校教員
の派遣　10回

年間計画に沿った連携
の取組が定着し、意識
が高まっている
総合計画（第６次）及び
次期教育基本計画の策
定に伴い、令和3年度か
らの新しい幼児教育連
携アクションプランの策
定が必要である

小中一貫・教育施策
推進課

2
幼稚園における預かり保育事
業

第5章　子ども・子育て支援事業計画の「一時預
かり事業」に掲載。

― ― ― 子ども家庭課

3
私立幼稚園就園奨励補助金の
交付

幼稚園就園による入園料および保育料の保護
者負担を支援し、幼児教育を推進します。

施設型給付幼稚園を利用する保護
者と同程度の負担軽減となるよう、
国が定める基準額に市単独で上乗
せした額を助成

保護者の経済的負担を軽減すると
ともに、幼稚園への就園機会の確保
を図るため、入園料、保育料等の減
免措置を行う幼稚園（施設型給付の
幼稚園を除く。）の設置者に対し、減
免措置分の一部を補助
対象施設数　6施設
補助対象児童数　226人
※幼児教育・保育の無償化に伴い
令和元年9月分をもって終了

令和元年10月1日から
の幼児・教育保育の無
償化に伴い事業を終了
する

子ども家庭課

4 私立幼稚園の支援
幼稚園の教育活動の充実や教職員の資質向上
を図るため、幼稚園に教材費や研修費の補助を
行います。

補助金を継続して交付し、活動の支
援を実施
交付件数 9施設

補助金を継続して交付し、活動の支
援を実施
交付件数 9施設

継続して実施する 子ども家庭課

5 幼稚園協会への支援
幼児教育や子育て支援サービスの充実などに
向け、私立幼稚園の連携や情報交換等の協会
の活動を支援します。

補助金を継続して交付し、活動の支
援を実施
協会会員数 8施設

補助金を継続して交付し、活動の支
援を実施
協会会員数 9施設

継続して実施する 子ども家庭課

推進施策　オ　幼児教育の充実
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

6 私立幼稚園就園準備金の支給
私立幼稚園が実施する子育て支援事業への参
加に要する費用の一部を助成します。

子育て支援事業に参加した2歳児(4
月1日時点)の保護者に対し、月
3,000円を上限に助成

子育て支援事業に参加した2歳児(4
月1日時点)の保護者に対し、月
3,000円を上限に助成

継続して実施する 子ども家庭課

1
家庭教育に関する学習機会の
充実（公民館事業）

公民館における幼稚園、小学校等と連携した子
育て支援や家庭教育に関する学習会を開催しま
す。

東部地区（北の台小学校）でPTAと
連携し、講座を実施250人参加

東部地区（東部小学校）で学校と連
携し、講座を実施57人参加

地域の団体、学校等と
連携した事業展開を図
る

社会教育課

2 ＰＴＡ連合会の支援（再掲）
基本目標１「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

―
市PTA連合会の活動に対する支援
の実施

― 学校教育課

1 学校施設の開放
市民の健康維持および体力向上に資するため、
小中学校体育館を開放し、スポーツ活動の場を
提供します。

小中学校14校で開放 小中学校14校で開放 継続して実施する 社会教育課

2
少年少女講座の開催（公民館
事業）

子どもたちのための学習・体験機会を提供しま
す。

・子どもの生活リズム向上事業
西の里地区　118人参加
西部地区　　 　30人参加
東部地区　　 　84人参加
大曲地区　 　　66人参加

― 継続して実施する 社会教育課

3 体育事業の推進（再掲）
基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

― ― ― 社会教育課

4
スポーツ少年団活動の支援
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

― ― ― 社会教育課

5
青少年健全育成連絡協議会の
支援（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

―
市内6地区にある健全育成連絡協
議会への支援

― 学校教育課

推進施策　イ　地域の教育力の向上

基本施策(3)　家庭や地域の教育力の向上
推進施策　ア　豊かなつながりの中での家庭教育への支援の充実
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

6
高齢者等と子どもの世代間交
流の推進（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

― ― ― 子ども家庭課ほか

7
社会教育事業による子供向け
講座の開催(再掲)

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

― ― ― 社会教育課

8
公民館事業による子ども向け
講座の開催(再掲)

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

― ― ― 社会教育課

9
図書館サービス提供事業(再
掲)

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

― ― 文化課（図書館）

10
放課後児童健全育成事業（学
童クラブ）（再掲）

第5章　子ども・子育て支援事業計画の「放課後
児童健全育成事業（学童クラブ）」に掲載。

― ― ― 子ども家庭課

11
放課後子ども教室の開設（再
掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

― ― ― 社会教育課

21 



NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

1 青少年健全育成に関する啓発
青少年の健全育成に関する啓発活動を推進しま
す。

青少年健全育成大会の開催
青春メッセージの開催

青少年健全育成大会の開催
青春メッセージの開催

継続して実施する 学校教育課

2 巡視指導活動の実施
街頭指導活動により青少年の問題行動を未然
に防止します。

街頭指導、特別指導の実施 街頭指導、特別指導の実施 継続して実施する 学校教育課

3 環境浄化活動の実施

青少年の夜間徘徊が予想される施設や被害に
遭いやすい場所、危険な遊び場となりうる場所
の調査や、有害図書類の立ち入り調査等を実施
します。

立入調査の実施
7月19、11月15日

立入調査の実施
7月8日、7月11日、7月16日、11月5
日

継続して実施する 学校教育課

4 学校との連携（再掲）
基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

― ― ― 学校教育課

5
青少年健全育成連絡協議会の
支援（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

―
市内6地区にある健全育成連絡協
議会への支援

― 学校教育課

1 公営住宅の整備
老朽化した公営住宅の建替えにあわせ、ユニ
バーサルデザインなど居住環境の改善を図りま
す。

建替えを進めている市営住宅共栄
団地はユニバーサルデザインを採
用
4号棟　平成31年3月に完成
5号棟　実施設計

建替えを進めている市営住宅共栄
団地はユニバーサルデザインを採
用

共栄団地5号棟　令和2年3月に完成

継続して実施する 建築課

2 ファーストマイホーム支援制度

子育て世代に市内に初めて取得する住宅の購
入費用の一部を助成することにより、定住を促
進し、居住の安定を確保します。（～平成28年
度）

平成30年1月から、「子育て世代マイ
ホーム購入サポート事業」に移行
し、助成対象を拡大。また、助成金
額を30～70万円の基準額＋加算型
に変更し実施
助成件数 195件

平成30年1月から、「子育て世代マイ
ホーム購入サポート事業」に移行
し、助成対象を拡大。また、助成金
額を30～70万円の基準額＋加算型
に変更し実施
助成件数 253件

令和元年度で終了した
が、特例（経過）措置を
設け、該当者について
は令和2年度中も申請
を受付（ただし、令和2
年6月30日までに申請も
しくは事前申請をするこ
ととしている）

市民参加・住宅施策
課

基本施策　(4)　子どもを取り巻く有害環境対策の推進

基本目標　4　子育てを支援する生活環境の整備
基本施策　(1)　良質な住宅および良好な居住環境の確保
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

1 通学路等歩道の整備
通学路等歩道を整備し、児童・生徒の登・下校
時の安全を図ります。

輪厚中央通線道路整備を実施し完
了。
輪厚三島線の歩道整備事業に着
手。

輪厚三島線の歩道整備に必要な用
地を購入。

継続して実施する 都市整備課

2 冬期間の除雪の徹底
冬期間の児童・生徒の登・下校時などの安全を
図ります。

市の除雪基準を基に実施
交差点の雪山排雪等通学路の安全
確保を実施

継続して実施する 土木事務所

3 交通安全標識等の整備
区画線、交通標識、カーブミラー等の交通安全
施設の整備を図ります。

区画線、交通標識、カーブミラー等
の整備

路面標示　26か所
区画線　10路線
歩道柵　2か所

継続して実施する 市民課

公共施設等のバリアフリー化
市の福祉環境整備要綱に基づき、エレベーター
等人にやさしい整備を進めます。

市役所庁舎外構工事ほか

建替えを進めている市営住宅共栄
団地はバリアフリーを実施

共栄団地5号棟　令和2年3月に完成

継続して実施する
施設担当課
建築課

子育て世帯に優しいトイレ等の
整備（ベビーキープ、広いス
ペースの確保）

市の福祉環境整備要綱に基づき、乳児用スペー
スの確保を図ります。

該当なし 該当なし 継続して実施する
施設担当課
建築課

1 子育てガイドの作成（再掲）
第5章　子ども・子育て支援事業計画の「利用者
支援事業」に掲載。

― ― ― 子ども家庭課

推進施策　イ　子育て世帯にやさしいトイレ等の整備

推進施策　ウ　子育て世帯への情報提供

基本施策　(2)　安全な道路交通環境の整備

基本施策　(3)安心して外出できる環境の整備
推進施策　ア　公共施設等のバリアフリー化
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

1
通学路等の街路灯（防犯灯）な
どの維持管理

街路灯を設置・維持管理する自治会等の団体に
対し、補助金を交付することにより、安全で安心
な明るいまちづくりを進めます。

街路灯の維持管理費及び設置費に
ついて、町内会等の維持管理団体
に対する補助を実施
維持費補助　128団体6,103灯
修繕費補助　16団体31灯
設置費補助　34団体247灯

街路灯の維持管理費及び設置費に
ついて、町内会等の維持管理団体
に対する補助を実施
維持費補助　129団体6,108灯
修繕費補助　  6団体13灯
設置費補助　31団体220灯

継続して実施する 市民課

2
子どもの安全を守る子ども110
番の家等の推進

児童が不審者から声をかけられたり追いかけら
れた場合、助けを求めて駆け込める家の設置を
進めます。

子どもSC通信の情報を市内防犯協
会等に提供。

子どもSC通信の情報を市内防犯協
会等に提供。

継続して実施する 市民課

3 地域の自主防犯活動の推進

地域の防犯協会や青色回転灯パトロール隊等
の自主防犯活動団体に対し、活動交付金を交付
することにより、児童・生徒の登、下校時の見守
り活動を推進します。

市内防犯協会、青色回転灯パトロー
ル、防犯パトロール隊による見守り
活動を実施

市内防犯協会、青色回転灯パトロー
ル、防犯パトロール隊による見守り
活動を実施

関係機関との連携を密
にし、活動を継続実施
する

市民課

4 登、下校時の安全対策
スクールガードリーダーによる学校施設、通学路
等の安全確認および巡回指導の実施します。

スクールガードリーダーによる学校
巡回指導（適時実施）

スクールガードリーダーによる学校
巡回指導（適時実施）

継続して実施する 学校教育課

5
子ども安全安心通報システム
の実施

不審者情報を携帯電話にメール配信するシステ
ムを導入し、子どもの安全を確保します。

登録件数 587件
子どもSC通信を関係団体にFAX送
信
不審者情報の配信 14件
情報提供の配信 11件

登録件数 631件
子どもSC通信を関係団体にFAX送
信
不審者情報の配信 3件
情報提供の配信 18件

登録者数の拡大を図り
ながら継続して実施す
る

学校教育課

基本施策　(4)　安全・安心まちづくりの推進等
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

1
男女共同参画社会の実現に向
けた啓発

固定的な性別役割分担意識の解消や仕事と生
活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進に向
け、広く意識の啓発を図ります。

各種啓発事業の実施
・男女共同参画週間パネル展 1回
・デートDV出前講座 1回
・女性法律相談 2回
・DV防止パネル展 1回
・ワーク・ライフ・バランスセミナー 1
回
・男女共同参画セミナー 1回

ワーク・ライフ・バランスの取り組み
に対する助成金を引き続き2種類実
施している。
ワーク・ライフ・バランス推進事業助
成金
交付件数 1件

各種啓発事業の実施
・男女共同参画週間パネル展 1回
・デートDV出前講座 1回
・女性法律相談 2回
・DV防止パネル展 1回
・ワーク・ライフ・バランスセミナー 1
回

ワーク・ライフ・バランスの取り組み
に対する助成金を引き続き2種類実
施している。
男性育児休業取得助成金
交付件数 1件

各種啓発事業について
は、継続して実施する。
ワーク・ライフ・バランス
の取り組みに対する助
成金のうち、男性育児
休業取得助成金につい
ては、令和元年度で終
了

市民参加・住宅施策
課

2
ハローワーク等関係機関との
連携

関係機関と連携した雇用および労働条件の改善
の啓発を行います。

地域職業相談室の運営
利用件数 10,428件
就職件数 556件
ポスターやパンフレット設置による制
度周知

地域職業相談室の運営
利用件数　9,524件
就職件数　　553件
労働条件相談「ほっとライン」や、最
低賃金等のポスター、パンフレット設
置による制度周知

地域職業相談室利用者
の就職件数は令和元年
度で556件であり、一定
の需要があるため、継
続して実施するととも
に、施設の利用増加に
向け、引き続き施設周
知を実施する

商工業振興課

3
仕事と子育ての両立のための
広報・啓発

関係機関と連携し、労働基準法、男女雇用機会
均等法、育児・介護休業法等の周知を図ります。

広報、ホームページ、パンフレット等
を活用し各種制度周知のほか、市
内企業を直接訪問し、雇用状況調
査や各種制度説明等を実施。
また、働きたい女性を対象とした合
同企業説明会、女性の職場復帰を
支援する研修会や職場実習を実
施。
さらに、市内400社を対象に労働事
情調査及び「ワーク・ライフ・バラン
ス推進事業助成金」、「男性育児休
業取得助成金」の制度周知を実施。
【事業実績】
働きたい女性のための合同企業説
明会来場者数　76人（うち就職決定
者12人）
働きたい女性のための再就職支援
事業参加者数　13人（うち就職決定
者11人）

広報、ホームページ、パンフレット等
を活用し各種制度周知のほか、市
内企業を直接訪問し、雇用状況調
査や各種制度説明等を実施。
また、働きたい女性を対象とした合
同企業説明会、女性の職場復帰を
支援する研修会や職場実習を実
施。
さらに、市内400社を対象に労働事
情調査及び「ワーク・ライフ・バラン
ス推進事業助成金」の制度周知を
実施。
【事業実績】
働きたい女性のための合同企業説
明会来場者数　44人（うち就職決定
者1人）
働きたい女性のための再就職支援
事業参加者数　15人（うち就職決定
者12人）

働きたい女性のための
支援事業は一定の成果
があったものの、アグリ
ゲート型サイトの急速な
普及により求人求職手
法が進化したことから、
社会情勢や雇用動向の
変化に対応した支援に
ついて検討する必要が
ある
労働事情調査において
は引き続き実施し、市内
企業への制度周知を図
る

商工業振興課

基本目標　5　職業生活と家庭生活との両立の推進等
基本施策　(1)　仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

25 



NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

―
結婚・妊娠・出産・育児の各ライフステージに応
じ各種施策の連携を図りながら、切れ目ない総
合的な支援を展開していきます。

― ― ―

1 交通安全教室の開催等
保育所や幼稚園、小中学校で児童・生徒に交通
安全教室を開催します。

保育園・幼稚園等　22回　2,169人
小中高学校　44回　4,390人
町内会・地域　5回　160人
老人クラブ　26回　410人
その他　6回　172人

保育園・幼稚園等　22回　1,946人
小中高学校　47回　5,650人
町内会・地域　2回　 87人
老人クラブ　27回　452人
その他　8回　240人

継続して実施する 市民課

2 交通安全街頭指導
交通安全学童指導員、交通安全指導員による
街頭指導を実施します。

街頭啓発（春・夏・秋・冬）
29回　延べ1,966人
交通安全学童指導員による、登下
校時の街頭指導

街頭啓発（春・夏・秋・冬）
29回　延べ1,877人
交通安全学童指導員による、登下
校時の街頭指導

継続して実施する 市民課

1
通学路等の街路灯（防犯灯）な
どの維持管理（再掲）

基本目標4「子育てを支援する生活環境の整備」
の(4)「安全・安心まちづくりの推進等」に掲載。

― ― ― 市民課

2
子どもの安全を守る子ども110
番の家等の推進（再掲）

基本目標4「子育てを支援する生活環境の整備」
の(4)「安全・安心まちづくりの推進等」に掲載。

― ― ― 市民課

3
地域の自主防犯活動の推進
（再掲）

基本目標4「子育てを支援する生活環境の整備」
の(4)「安全・安心まちづくりの推進等」に掲載。

― ― ― 市民課

4
青少年健全育成推進委員会の
開催

青少年問題について関係機関を召集して役割確
認や適切な措置等の協議を行い、問題の早期
解決を図ります。

青少年健全育成推進委員会の開催 青少年健全育成推進委員会の開催 継続して実施する 学校教育課ほか

基本目標　7　子どもの安全の確保
基本施策　(1)　子どもの交通安全を確保するための活動の推進

基本施策　(2)　子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進

基本目標　6　子育てまでの各段階における切れ目ない支援の推進
基本施策　(1)　ライフステージに応じた支援
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

1
家庭児童相談・児童虐待相談
の充実

第5章　子ども・子育て支援事業計画の「養育支
援訪問事業および要保護児童対策地域協議会
その他の者による要保護児童等に対する支援
に資する事業」に掲載。

― ― ― 子ども家庭課

2 青少年電話相談の実施（再掲）
基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)
「子どもの健全育成」に掲載。

― ― ― 学校教育課

3 心の教室相談員の配置（再掲）

基本目標3「子どもの心身の健やかな成長に資
する教育環境の整備」の(2)「子どもの生きる力
の育成に向けた学校の教育環境等の整備」に掲
載。

― ― ― 学校教育課

1
家庭児童相談・児童虐待相談
の充実（再掲）

第5章　子ども・子育て支援事業計画の「養育支
援訪問事業および要保護児童対策地域協議会
その他の者による要保護児童等に対する支援
に資する事業」に掲載。

― ― ― 子ども家庭課

2
北広島市要保護児童対策地域
協議会の運営

第5章　子ども・子育て支援事業計画の「養育支
援訪問事業および要保護児童対策地域協議会
その他の者による要保護児童等に対する支援
に資する事業」に掲載。

― ― ― 子ども家庭課

3 虐待の早期発見と予防
母子健康手帳の交付時や赤ちゃん訪問、乳幼
児健診等の機会を通じて、虐待につながる要因
を早期に発見し、支援を行います。

子育て検討会12回実施
子育て検討会10回実施
新型コロナウイルスの感染拡大の
影響により2,3月の開催は中止した。

継続して実施する 健康推進課

4 養育支援訪問事業

第5章　子ども・子育て支援事業計画の「養育支
援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会そ
の他の者による要保護児童等に対する支援に
資する事業」に掲載。

― ― ― 健康推進課

5
主任児童委員・民生児童委員
との連携

地域に密着した民生委員等の協力のもと連携体
制を強化し、虐待の早期発見や見守り、支援等
を行います。

主任児童委員連絡調整会議等を通
じて連携を進める

主任児童委員連絡調整会議等を通
じて連携を進める

継続して実施する 子ども家庭課

基本施策　(3)　被害に遭った子どもの保護の推進

基本目標　8　社会的支援を必要とする子どもなどへの取組みの推進
基本施策　(1)　児童虐待防止対策の充実
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

6
ハイリスク妊婦把握・支援（再
掲）

基本目標2「母性と子どもの健康の確保と増進」
の（1）「切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対
策」に掲載。

― ― ― 健康推進課

7
赤ちゃん訪問時のアンケート
（再掲）

基本目標2「母性および子どもの健康の確保お
よび増進」の(1)「切れ目ない妊産婦・乳幼児へ
の保健対策」に掲載。

― ― ― 健康推進課

8
子ども虐待予防ケアマネジメン
ト事業

第2章「子どもと子育てを取り巻く環境」の（3）「そ
の他」の④「子ども虐待予防ケアマネジメント事
業」に掲載。

― ― ― 健康推進課

9
養育者支援・保健医療連携シ
ステムに基づく支援（再掲）

基本目標2「母性と子どもの健康の確保と増進」
の（1）「切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対
策」に掲載。

― ― ― 健康推進課

1 ひとり親家庭等医療費の助成
母子、父子のひとり親家庭等を対象に医療費の
助成を行います。

助成件数8,741件
受給者数1,404人
うち親560人
うち児童844人

助成件数8,616件
受給者数1,406人
うち親558人
うち児童848人

継続して実施する 保険年金課

2 児童扶養手当の支給
児童扶養手当法に基づき、ひとり親家庭に手当
を支給します。

受給者数 492人
8月から全部支給に係る所得制限額
の増額

受給者数 483人
定時払の支払月へ変更（年3回→6
回）

継続して実施する 子ども家庭課

3 母子・父子自立相談の実施
母子・父子自立支援員を配置してひとり親の抱
える問題の相談、助言を行います。

母子・父子自立支援員相談
延べ件数 2,079件

母子・父子自立支援員相談
延べ件数 1,915件

家庭児童相談員との兼
務による支援員4人体
制で相談支援の充実を
図る

子ども家庭課

4
母子・父子・寡婦福祉資金の貸
付

母子及び父子並びに寡婦福祉法により、母子・
父子・寡婦福祉資金の貸付事務を行います。

貸付申請支援
貸付件数108件
（北海道実施事業）

貸付申請支援
貸付件数110件
（北海道実施事業）

継続して実施する 子ども家庭課

基本施策　（2）　ひとり親家庭の自立支援の推進
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

5 家庭生活支援員の派遣
疾病や介護など支援が必要なひとり親家庭に生
活支援員を派遣します。

2事業所と単価契約
延べ47回

2事業所と単価契約
延べ80回

継続して実施する 子ども家庭課

6
母子家庭等自立支援教育訓練
給付金の支給

母子家庭等の自立のため職業訓練講座等の受
講者に給付金を交付します。

給付金支給3人 給付金支給3人 継続して実施する 子ども家庭課

7
母子家庭等高等職業訓練促進
給付金の支給

母子家庭等の自立のため、看護師・介護福祉
士・保育士・理学療法士・作業療法士の資格取
得養成機関での修業者に給付金を交付します。

給付金支給7人 給付金支給11人 継続して実施する 子ども家庭課

1 障がいの早期発見と支援
乳児健康診査、1歳6か月児・3歳児健康診査、
あそび教室等の機会を通じて、早期発見と支援
を行います。

乳幼児健診後発達相談件数17件 乳幼児健診後発達相談件数　20人 継続して実施する 健康推進課

2 障がい者相談支援事業

障がい児・者が自立した生活を営むことができる
よう、障がい児・者、保護者または介護者の相談
支援を行う生活支援、就労支援、権利擁護（成
年後見制度利用や障がい者虐待）に関する相談
業務等を実施します。
また、北広島市障がい者自立支援協議会におい
て、相談支援事業の運営に関する協議や関係
機関によるネットワークの構築等に関する協議
を行います。

障がい者生活支援センター「みら
い」
相談件数　7,237件
障がい者就労支援センター「めーで
る」
相談件数　5,164件
成年後見制度利用支援　4件
自立支援協議会　全体会　2回、生
活支援部会　4回、就労支援部会　3
回、こども支援部会　4回開催

障がい者生活支援センター「みら
い」
相談件数　11,287件
障がい者就労支援センター「めーで
る」
相談件数　5,949件
成年後見制度利用支援　3件
自立支援協議会　全体会　3回、生
活支援部会　3回、就労支援部会　2
回、こども支援部会　3回、
精神障がいにも対応した地域包括
ケアシステム構築にむけたプロジェ
クトチーム　1回開催

継続して実施する 福祉課

3
こども発達支援事業（こども相
談支援）

発達の遅れや偏り、障がいのある子どもと保護
者の様々な相談に応じる相談・支援と、家族・地
域を含めた専門的な支援を実施します。
内容は、小学6年までの児童とその保護者に対
する療育相談、障がい児相談支援（通所サービ
スに係る相談及びサービス利用等計画の作
成）、地域の関係機関（幼稚園、保育園、小学校
等）への専門的な業務支援を行います。

療育相談件数　436件
障がい児相談支援 556件
地域関係機関支援 133件

発達相談件数　366件
障がい児相談支援 602件
地域関係機関支援 145件

継続して実施する
子ども発達支援セン
ター

基本施策　(3)　障がい児施策の充実等
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

4
障がい福祉サービス・障がい児
通所支援事業

ヘルパーによる介護の実施、施設や事業所での
就労・作業・創作活動などの障がい福祉サービ
スを提供します。
また、児童の療育などの障がい児通所支援の
サービスを提供します。障がい児通所支援につ
いては、利用者負担の助成を行います。

障がい福祉サービス等
利用者数（障がい者）　687人
利用者数（障がい児）　244人
障がい児通所支援利用者負担助成
助成対象児童　244人

障がい福祉サービス等
利用者数（障がい者）　698人
利用者数（障がい児）　263人
障がい児通所支援利用者負担助成
助成対象児童　223人

継続して実施する 福祉課

5
こども発達支援事業（児童発達
支援・放課後等デイサービス・
保育所等訪問支援）

発達に遅れや偏り、障がいのある児童を対象
に、児童発達支援及び放課後等デイサービス
（小学6年までの肢体不自由児）を実施します。
また、集団生活への適応のための専門的な支
援を行う保育所等訪問支援を実施します。

利用契約者数 110人
（うち保育所等訪問支援契約者 5
人）
利用延べ人数 3,017人

利用契約者数 117人
（うち保育所等訪問支援契約者 8
人、居宅訪問型児童発達支援契約
者 3人）
利用延べ人数 2,716人

継続して実施する
子ども発達支援セン
ター

6 障がい児の通所交通費の助成
発達に遅れや障がいのある児童の療育支援を
進めるため、こども発達支援センターへの交通
費の一部を助成します。

助成者数　80 人 助成者数　51人 継続して実施する
子ども発達支援セン
ター

7 障がい者地域生活支援事業

障がい児・者を対象に、施設や事業所で一時預
かりや入浴を行う日中一時支援、ヘルパーが付
き添い外出を支援する移動支援、重症心身障が
い児・者を対象に、訪問入浴車で自宅を訪問し、
居室内で入浴サービスを提供する訪問入浴サー
ビスなどのサービスを提供します。

指定事業所数
日中一時支援 16事業所
移動支援 22事業所
訪問入浴サービス 1事業所

指定事業所数
日中一時支援 15事業所
移動支援 21事業所
訪問入浴サービス 1事業所

継続して実施する 福祉課

8 特別支援児童保育事業の推進
発達に遅れや障がいのある児童の保育を進め
ます。

5施設で受入れ 継続して実施する 子ども家庭課

9 特別支援教育の推進
発達障がいを含む特別な支援を要する児童・生
徒への個々に応じた支援を行うための体制の整
備を行います。

校内における支援体制の推進を図
るため、コーディネーター研修会を
開催
特別支援教育支援員23人配置
特別支援教育担当指導主事1名を
配置して特別支援の充実を図ってい
る

校内における支援体制の推進を図
るため、コーディネーター研修会を
開催
特別支援教育支援員23人配置
特別支援教育担当指導主事1名を
配置して特別支援の充実を図ってい
る

発達障がい等を含めた
特別な支援を要する児
童生徒に対応するた
め、校内支援体制の充
実や特別支援教育支援
員の増員を図り資質向
上を図る

学校教育課
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

10 特別支援学級介助員の配置
特別支援学級の児童・生徒の支援と円滑な運営
のため介助員を配置します。

特別支援学級介助員14人配置 特別支援学級介助員15人配置
介助を必要な児童生徒
への配置を継続する

学校教育課

11
放課後児童健全育成事業（学
童クラブ）（再掲）

第5章子ども・子育て支援事業計画の「放課後児
童健全育成事業（学童クラブ）」に掲載。

― ― ― 子ども家庭課

12 私立幼稚園の支援
障がい児を受け入れている幼稚園に対し補助を
行います。

補助金を継続して交付し、活動の支
援を実施

補助金を継続して交付し、活動の支
援を実施

継続して実施する 子ども家庭課

13 移送サービス

一般交通機関の利用が困難な在宅の高齢者
（要介護4・5）および障がい児・者（重度の下肢ま
たは体幹障がい）に対し、医療機関・判定機関へ
の移動手段を確保することで、身体・精神的負
担を軽減します。

利用登録者　96人
実利用者数  51人

利用登録者　103人
実利用者数  55人

継続して実施する 福祉課

14 障がい者等交通費助成事業

重度身体障がい児・者（1～2級、内部障がいは1
～3級）・重度知的障がい児・者（Ａ判定）・重度精
神障がい児・者（1級）に、タクシーチケットまたは
ガソリンチケットを交付します。

交付者数
タクシーチケット　961人
ガソリンチケット　665人

交付者数
タクシーチケット　943人
ガソリンチケット　661人

継続して実施する 福祉課

15
障がい者コミュニケーション支
援事業

聴覚、言語機能、音声機能、視覚障がい者が日
常生活を円滑に行えるように意思疎通支援者
（手話通訳・要約筆記）の派遣、点字、声の広報
の発行等を行います。

手話通訳者派遣　72件
要約筆記派遣 20件

手話通訳者派遣　51件
要約筆記派遣 28件

継続して実施する 福祉課

16 障がい者医療的ケア支援事業

日常的にたん吸引や胃ろう管理などの医療的ケ
アを必要とする在宅の重症心身障がい児・者に
ついて、地域活動支援センターや日中活動を行
う場所へ看護師を派遣します。

利用者数　0人
利用回数　0回

利用者数　0人
利用回数　0回

継続して実施する 福祉課

17
重度心身障がい児(者）等の通
院交通費の助成

慢性的な疾病により通院している重度心身障が
い者医療、ひとり親家庭等医療を受給している
児童及び子ども医療受給者に対し、交通費の助
成を行います。

助成件数51件 助成件数63件 継続して実施する 保険年金課
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NO. 事業等名 事業の内容 平成30年度の取組み 令和元年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年3月31日現在）

18
自立支援医療(育成医療)の給
付

身体に障がいのある児・者へ、自立した日常生
活または社会生活を営むことができるよう、その
障がいの除去、軽減に必要な医療に要する費用
の一部を助成します。

利用人数15人
利用件数62件

利用人数6人
利用件数34件

継続して実施する 福祉課

19
補装具や日常生活用具等の給
付

身体障がい児・者の身体機能を補う補装具につ
いて、購入や修理費用を給付します。
重度の身体障がい児・者の生活が円滑に行わ
れるための日常生活用具について、購入費用を
給付します。
重度の身体障がい児・者で所得税が非課税の
方に、生活動作を補う自助具について、購入費
用を給付します。

補装具件数165件
日常生活用具件数　1,471件

補装具件数169件
日常生活用具件数　1,587件

継続して実施する 福祉課

20 特別児童扶養手当等の支給

20歳未満の身体や知的に中度以上の障がいの
ある児童を養育している方に特別児童扶養手当
を支給します。
20歳未満で心身に重度の障がいがあり、日常生
活において常に特別の介護を必要とする方に障
害児福祉手当を支給します。

特別児童扶養手当  103人
障害児福祉手当 37人
(年度末時点)

特別児童扶養手当  98人
障害児福祉手当 35人
(年度末時点)

継続して実施する 福祉課

21 障がい者施設開放等支援事業

障がい児・者の閉じこもり予防と家族の負担軽
減を図るため、夏休み、冬休みの長期休暇時に
障がい児・者の活動の場を確保する費用の一部
を助成します。

夏休み時の参加者数 延べ 60人
冬休み時の参加者数 延べ 60人

夏休み時の参加者数 延べ 53人
冬休み時の参加者数 延べ 52人

継続して実施する 福祉課

22 障がい者団体活動支援事業
障がい児・者の団体活動を活性化し、社会参加
と自立の促進を図るため、障がい者団体の活動
を支援します。

3団体 3団体 継続して実施する 福祉課

1
北広島市子どもの権利に関す
る推進計画の策定

北広島市子どもの権利条例に基づき、北広島市
子どもの権利に関する推進計画を策定し、子ど
もの権利に関する施策を総合的かつ計画的に
推進します。

関係機関、団体等との情報交換や
連携、広報啓発活動等を実施
子ども会議 21人参加

関係機関、団体等との情報交換や
連携、広報啓発活動等を実施
子ども会議 14人参加

進行管理を行うととも
に、継続して実施する

子ども家庭課

基本目標　9　子どもの権利の保障の推進
基本施策　(1)　北広島市子どもの権利に関する推進計画の策定
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　第2期北広島市子ども・子育て支援プラン（R2～R6）の実施状況

第5章「子ども・子育て支援事業計画」掲載各施策・事業の進捗状況 （令和2年9月末現在）

量の見込み 確保方策

教育・保育の需要量及び確保方策

教育・保育の提供体制の確保
幼児期の学校教育・保育の量の見込みに対応
する教育・保育施設および地域型保育事業によ
る提供体制を確保します。

741人（1号）
897人（2号・
3号）

974人（1号）
874人（2号・
3号）

大地太陽森の家保育園の定員拡
大により、保育の提供体制が10人
増
保育士確保策として人材バンク、就
労支援金、復帰支援セミナーを実
施
保育施設の提供体制　859人

0～2歳の保育需要が
伸びていることから、既
存施設の定員拡大等に
より、さらなる保育の提
供体制の強化を継続し
て実施する

子ども家庭課

地域子ども・子育て支援事業の提供

子どもとその保護者が、認定こども園・幼稚園・
保育所での教育・保育や、一時預かり、放課後
児童健全育成事業（学童クラブ）等の地域子育
て支援事業等の中から適切なものを選択し、円
滑に利用できるよう、情報提供や必要に応じ相
談・助言を含めた支援のほか、子育てガイドや
子育てサイトを活用した情報の発信を行いま
す。
２か所の利用者支援事業は子育て世代包括ケ
アシステム「きたひろすくすくネット」として一体的
に運営します。

─ ─

延べ相談件数
　　情報提供　　　　44件
　　子育て相談　　170件　　　計214
件
子育てガイド（隔年発行）
　令和元年度に作成し配布

継続して実施する
地域子育て支援
センター

子育て支援を担当する地域子育て支援セン
ター『あいあい』と母子保健を担当する健康推進
課（保健指導担当）が連携し、妊娠期から就学
前幼児までの子育て期間中、子育て不安を軽
減し、安心して子育てできるよう切れ目なく支援
します。

─ ─

令和元年7月より｢子育て世代包括
ケアシステム『きたひろすくすくネッ
ト』｣として事業を開始。
①子育て総合相談：妊娠届出時面
接210人、子育て相談26件
②ケースマネジメント：ケース検討
26回224件・子育て検討会7回14件
③ネットワーク構築：三課会議7回、
関係機関への説明29か所
④母子保健サービスの紹介・調整：
マタニティプラン配布210人、子育て
プラン配布97人

継続して実施する

健康推進課
地域子育て支援
センター『あいあ
い』

評価と課題等 担当事業等名 事業の内容
令和2年度の取組

(1)　利用者支援事業

資料５
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量の見込み 確保方策
評価と課題等 担当事業等名 事業の内容

令和2年度の取組

(2)　地域子育て支援拠点事業

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場
所を開設し、子育て相談、子育て講座、子育て
サークル支援、情報提供等を実施する事業で
す。

2,071回／月 3,000回／月

延べ利用者数及び子育て相談件数

あいあい　　　1,272人　　214件
（相談件数は利用者支援事業に同
じ）
ぶらんこ      　350人　　13件
どんぐり        459人     36件

継続して実施する
地域子育て支援
センター
子ども家庭課

(3)　妊産婦健康診査事業

妊娠中の異常や産後うつ病を早期に発見し、適
切な医療につなげ、母子の健康増進を図るた
め妊産婦健康診査費を助成します。受診票を発
行することで費用負担の軽減を図り、定期受診
を促し、妊産婦の健康と胎児の発育を守りま
す。

4,214回 4,214回
受診（妊婦一般＋超音波+産婦）
実人数  273人
延人数2,383人

継続して実施する 健康推進課

(4)　乳児家庭全戸訪問事業
（赤ちゃん訪問事業）

生後2か月までの乳児のいるすべての家庭を保
健師が訪問しています。親子の健康状況や養
育環境などの確認や助言を行い、子育てに関
する情報提供を行っています。また、産後うつ
病、虐待リスクの早期対応のためのアンケート
を実施しています。

301人 301人
訪問対象者126人
訪問数110人

継続して実施する 健康推進課

養育支援訪問事業では、望まない妊娠や妊婦
健診の未受診等により妊娠期から継続的な支
援を特に必要とする家庭や育児ストレス、産後
うつ病、育児ノイローゼ等の問題によって、子育
てに対して不安や孤立感等を抱える家庭を保
健師が訪問し、具体的な養育に関する指導助
言等を実施しています。

73件 73件
訪問数
実人数28人
延べ人数33人

継続して実施する 健康推進課

「北広島市要保護児童対策地域協議会」を設置
し、要保護児童等に関する情報その他要保護
児童の適切な保護を図るために必要な情報交
換を行うとともに、要支援児童等に対する支援
の内容に関する協議を行っています。

─ ─
個別ケース検討会議　3回
相談員による関係機関訪問の実施

継続して実施する 子ども家庭課

(5)　養育支援訪問事業および要保
護児童対策地域協議会その他の者
による要保護児童等に対する支援
に資する事業
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量の見込み 確保方策
評価と課題等 担当事業等名 事業の内容

令和2年度の取組

(6)　子育て短期支援事業
（ショートステイ事業、トワイライトス
テイ事業）

保護者の疾病等の理由により家庭において養
育を受けることが一時的に困難となった児童に
ついて、児童養護施設等に入所させ、必要な保
護を行う事業です。

34人（延べ）
110人（延
べ）

ショートステイ
　2件、延4日間
トワイライトステイ
　0件

継続して実施する 子ども家庭課

(7)　子育て援助活動支援事業
（ファミリー・サポート・センター事
業）

子育ての手助けがほしい人（利用会員）、子育
てのお手伝いをしたい人（協力会員）、両方を兼
ねる人（両方会員）が登録し、子育ての相互援
助活動を行う事業です。

1,836人（延
べ）

2,074人（延
べ）

協力会員　　　　　78人
両方会員　　　　　33人
利用会員　　　　911人
利用件数　　　　763件

継続して実施する
地域子育て支援
センター

(8)　一時預かり事業

保護者のパートタイム就労や疾病・出産などに
より保育が一時的に困難となった乳児または幼
児について、保育所その他の場所において、一
時的な預かりを行う事業です。

38,440人（幼
稚園型・延
べ）
1,141人（幼
稚園型以
外・延べ）

53,942人（幼
稚園型・延
べ）
6,173人（幼
稚園型以
外・延べ）

幼稚園6施設、保育所2施設、認定
こども園3施設で実施

継続して実施する 子ども家庭課
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量の見込み 確保方策
評価と課題等 担当事業等名 事業の内容

令和2年度の取組

(9)　延長保育事業
保育認定を受けた子どもについて、通常の開所
時間を超えて、保育時間の延長を行う事業で
す。

9,120人 10,800人 全保育施設で実施 継続して実施する 子ども家庭課

病気にかかっている子どもや病気から回復しつ
つある子どもを医療機関や保育所に付設された
専用スペースなどで一時的に預かる事業です。

482人（延
べ）

137人（延
べ）

将来的な実施に向け、調査・検討を
実施

継続して実施する 子ども家庭課

有料で互いに援助しあう会員組織の事業、こど
も緊急サポートネットワークとして、病児・病後
児保育を行います。

─ ─

利用会員　206人
協力会員　61人
両方会員　3人
利用件数　0件
病児預かり助成　0件
ひとり親世帯等助成　0件

供給量の確保のため、
継続して協力会員の確
保を行う

子ども家庭課

(11)　放課後児童健全育成事業
（学童クラブ）

保護者が就労、疾病その他の理由により昼間
家庭にいない小学生を対象に、適切な遊びや
生活の場を提供し、児童の健全育成を図る事
業です。

788人

724人（定
員）
1,029人（受
入可能）

12施設（15単位）を運営（定員724
人）
登録児童数（4月1日現在703人）

継続して実施する
参事（子育て・学
童担当）

(12)　教育・保育施設等の実費徴収
に係る補足給付事業

特定教育・保育施設等を利用する生活保護世
帯に教材費等について施設が実費徴収する費
用の一部を補助する。また、特定子ども・子育て
支援施設等を利用する年収360万円未満相当
世帯等の副食費について、施設が実費徴収す
る費用の一部を補助する。

─ ─

補助件数（4～8月分）
教育・保育施設等　延べ15件
特定子ども・子育て支援施設等　延
べ21件

継続して実施する 子ども家庭課

(13)　多様な主体が本制度に参入
することを促進するための事業

特定教育・保育施設等への設置または運営を
促進するための事業です。

─ ─
民間事業者からの新規参入意向が
複数あり、今後のプラン推計や情勢
を鑑み検討していく。

継続して実施する 子ども家庭課

(10)　病児保育事業
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

1 子育てガイドの作成
北広島市子育てガイドを作成し、子育てに関する情
報を子育て家庭や子育て支援者に提供します。

（隔年発行）
令和元年に作成し、配布

継続して実施する。 子育て支援センター

2 子育てサイトの運営
北広島市子育てサイトを運営し、子育てに関する情
報を発信します。

子育てサイトを活用した情報の発信 継続して実施する。 子ども家庭課

3
子育て支援アプリによる情報
発信

妊娠・出産・育児中の家庭を継続的にサポートする
ため、妊婦や子育て中の方のスマートフォンなどに、
市からのお知らせや子育て情報を配信します。

子育てアプリを活用した情報の発信 継続して実施する。 子ども家庭課

4
地域子育て支援センター運営
事業

第5章　子ども・子育て支援事業計画の「地域子育て
支援拠点事業」に掲載。

延べ利用者数　　1,272人 継続して実施する
地域子育て
支援センター

5 児童センターの運営
地域における子どものための拠点として、主体的な
遊び及び生活の援助や子育て支援の場、子どもの
居場所等として運営します。

延べ利用者数　　3,255人 継続して実施する
参事（子育て・学童
担当）

基本目標　1　地域における子育ての支援
基本施策　(1)　教育・保育の充実

基本施策　(2)　地域における子育て支援の充実

基本施策　(3)子育て支援のネットワークづくり

「第５章　子ども・子育て支援事業計画」のとおり、教育・保育の確保を図ります。

「第５章　子ども・子育て支援事業計画」のとおり、教育・保育の確保を図ります。地域子ども・子育て支援事業を通じて、地域における子育て支援の充実を図ります。

（令和2年9月末現在）

第6章「施策の総合的展開」掲載各施策・事業の進捗状況
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

6 出張型ひろば事業
地域子育て支援センターや児童センターがない地域
等において、会館等を利用して、親子が集い交流し
遊べる場所を提供します。

西の里地区、大曲地区で実施　計
24人

継続して実施する 子ども家庭課

1 児童館の整備、運営の充実
地域における遊び及び生活の援助と子育て支援、
子どもの居場所づくりのため、児童館の整備・運営
を行います。

児童館3か所の運営
児童館未整備地区の整備の検討

継続して実施する
子ども家庭課
参事（子育て・学童
担当）

2 街区公園の整備
子どもから高齢者まで幅広く交流できるような街区
公園の施設整備を行います。

施設整備箇所なし 継続して実施する 都市整備課

3
公園施設長寿命化対策支援
事業

公園利用の安全を図るため、老朽化した施設の改
築・更新を行います。

大曲公園ほか7公園の老朽化した
施設の改築・更新を実施

継続して実施する 都市整備課

4
子どもと高齢者等の世代間交
流の推進

保育所地域活動による高齢者との交流事業や児童
センターにおける異世代交流を開催します。

認可保育所等13施設、児童セン
ター3か所で実施

継続して実施する
公立保育園
参事（子育て・学童
担当）

5
社会教育事業による子ども向
け講座の開催

子どもの学習や自然体験教室の開催、障がい児・者
との交流を行います。

新型コロナウイルス感染拡大防止
のため中止

継続して実施する 社会教育課

基本施策　(4)子どもの健全育成
推進施策　ア　公共施設等を活用した地域の協力による子どもの健全育成
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

6
公民館事業による子ども向け
講座の開催

子どもたちによる公民館普及事業や各公民館で子
ども向け講座を行います。

・地区公民館活動連携事業
西の里地区　0事業
大曲地区　 　1事業　20人参加
西部地区　　 0事業
東部地区　　 0事業

継続して実施する 社会教育課

7 図書館サービス提供事業
図書館を利用し、子どもが図書に親しむ機会を提供
するとともに、児童書の充実による読書環境の整備
により、子どもが読書に親しむ機会を提供します。

資料の充実により、子どもの読書環境
の整備を実施

継続して実施する 文化課（図書館）

8 体育事業の推進

体育館、プール等を利用し、子どもがスポーツに親
しむ機会を提供するとともに、スポーツ大会やセミ
ナーなどを開催し、子どもたちの体力づくりを図りま
す。

市民スポーツ活動推進事業
※新型コロナウィルス感染拡大防
止のため、子ども向けイベントに関
しては全て中止
スポーツアカデミー事業
2事業実施 参加者数延べ38 人

継続して実施する 社会教育課

9 スポーツ少年団活動の支援
スポーツ活動を通じた心身ともに健康な体力づくり
のための少年団の支援を行います。

チャレンジジュニアスクール
※新型コロナウィルス感染拡大防
止のため中止
少年団(12種目：26団体)への補助
金交付 453,000円

継続して実施する 社会教育課

10 青少年問題行動対策
生徒指導担当指導主事及び専任指導員を配置し、
青少年の指導、巡視を実施します。

補導巡視活動及び立入調査・不審
者等に対する対応、啓発、防犯教
室の実施

継続して実施する 学校教育課

11 ＰＴＡ連合会の支援
各小中学校ＰＴＡの連絡調整や教育の振興活動を
行うＰＴＡ連合会に対し補助を行います。

市PTA連合会の活動に対する支援
の実施

継続して実施する 学校教育課

7 



NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

12 教育相談事業の推進
家庭や学校の問題に対し、教育相談員が電話や面
談で相談指導を行います。

教育相談員による相談
相談件数　延べ59件（9月末現在）

継続して実施する 学校教育課

13 不登校対策事業の推進

不登校の予防や適応指導教室「みらい塾」を中心に
学校復帰に向けた取組みと個別訪問指導を行いま
す。
また、ＮＰＯ等と連携してひきこもりの子どもたちの支
援を行います。

不登校児童生徒数50人
みらい塾通級者15人
子どもサポートセンター相談員によ
る相談 延べ147件（9月末現在）

継続して実施する 学校教育課

14 学校との連携
各学校や警察と連携を図り、学校内外の児童・生徒
の問題行動への対応と未然防止に努めます。

学校、警察との連携
専任指導員による巡視活動

継続して実施する 学校教育課

15
青少年健全育成連絡協議会
の支援

学校や地域の方々が連携して行う、子どもたちの巡
視や啓発など健全育成活動に対し補助を行います。

市内6地区にある健全育成連絡協
議会への支援

継続して実施する 学校教育課
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

1
放課後児童健全育成事業
（学童クラブ）

第5章　子ども・子育て支援事業計画の「放課後児童
健全育成事業（学童クラブ）」に掲載。

12施設（15単位）を運営（定員724
人）
登録児童数（4月1日現在703人）

継続して実施する
参事（子育て・学童
担当）

2 放課後子供教室

小学校の余裕教室を活用し、放課後における子ども
居場所として、学習や体育活動などの機会を提供し
ます。
現在、３校で実施している放課後子供教室を、令和
５年度（2023年度）までに４校に拡充することを目指
します。

大曲小学校、双葉小学校、東部小
学校で放課後子供教室を実施 継続して実施する 社会教育課

3
放課後児童健全育成事業と放
課後子供教室の連携

放課後児童健全育成事業と放課後子供教室の実施に関
して担当課間での連携を行い、子どもが多様な体験や学
習活動ができる環境づくりに努めます。
また、連携可能な学童クラブとの一体的な展開を検討しま
す。（１か所）

放課後児童健全育成事業と放課後
子ども教室との一体型での実施　1
か所（東部小）

継続して実施する
参事（子育て・学童
担当）
社会教育課

4
放課後児童健全育成事業の
役割

単に預かりの場としてだけでなく、子どもたちの発達
や成長に関わるとともに、支援が必要な子どもや家
庭等へのアプローチを担う存在であることを意識し、
育成支援及び関係機関との連携に努めます。

支援員研修の実施
関係機関との連携

継続して実施する
参事（子育て・学童
担当）

推進施策　イ　「新・放課後子ども総合プラン」の推進
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

5
放課後児童健全育成事業の
周知

事業内容や利用方法、自己評価の内容等につい
て、子育てサイトや広報紙等により、市民への周知
を図ります。

子育てサイト・広報誌にて周知
自己評価の実施

継続して実施する
参事（子育て・学童
担当）

1 児童手当の支給
児童手当法に基づき中学校修了前の児童の家庭に
手当を支給します。

年3回定時払（6、10、2月）
受給者数3,352人（6月時点）

継続して実施する 子ども家庭課

2 保育料の軽減

０～２歳の子どもの保育料について、国基準額から
の軽減やひとり親世帯や多子世帯等への減免を行
います。
※３歳以上の子どもについては、幼児教育・保育の
無償化の対象となります。

ひとり親世帯や多子世帯等への減
免を実施

継続して実施する 子ども家庭課

3 就学援助費の支給

生活困難家庭の児童・生徒に対して、就学のため経
済的援助を行います。
平成26年度からは、支給品目にＰＴＡ会費・生徒会
費・部活動費を追加して支給しています。

小学校 534人
中学校 270人
（9月末現在）

継続して実施する 学校教育課

4 学童保育料の減免
要保護世帯及び生活保護世帯を対象に、学童保育
料の減免を行います。

125人（9月末現在） 継続して実施する
参事（子育て・学童
担当）

基本施策　(5)経済的支援
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

5 奨学金の支給
経済的理由で修学困難な学生で、かつ、学業が優
秀な者に奨学金を支給します。

87人選考 継続して実施する 学校教育課

6 高等学校入学準備金の支給
経済的理由で入学・修学困難な学生に準備金を支
給します。

112人支給 継続して実施する 学校教育課

7 高校生の通学費助成
公共交通機関を利用して高等学校等に通学する高
校生等の保護者等に対し、助成金を交付します。

助成制度の周知 継続して実施する 企画課

8 児童生徒の通学費支援
遠距離等で、公共交通機関や自家用車による送迎
で通学している公立小中学校の児童生徒の保護者
に通学費の一部を支援します。

小学校 75人
中学校 20人
（9月末現在）

継続して実施する 学校教育課

9 乳幼児へのごみ袋の支給
満２歳未満の乳幼児がいる家庭に、普通ごみ用の
指定ごみ袋を一定枚数無償で配布します。

交付人数：176人 継続して実施する 環境課
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

10 子ども医療費の助成
中学生までの通院及び入院に対し、医療費の助成
を行います。

助成件数30,857件
受給者数5,740人
　就学前児童2,101人
　小学生2,357人
　中学生1,282人

継続して実施する 保険年金課

11 未熟児養育医療の給付
医師が入院養育を必要とした未熟児に対し医療費
の給付を行います。

助成件数17件
受給者数8人

継続して実施する 保険年金課

12 ひとり親家庭等医療費の助成
母子、父子のひとり親家庭等を対象に医療費の助
成を行います。

助成件数3,409件
受給者数1,380人
うち親547人
うち児童833人

継続して実施する 保険年金課

13 児童扶養手当の支給
児童扶養手当法に基づき、ひとり親家庭等に手当を
支給します。

年6回定時払（奇数月）
受給者数　497人

継続して実施する 子ども家庭課

14
自立支援教育訓練給付金の
支給

ひとり親家庭の自立のため教育訓練講座等の受講
者に給付金を支給します。

広報紙、児童扶養手当手続・案内
送付時等に制度を周知
給付件数　1件

継続して実施する 子ども家庭課
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

15
高等職業訓練促進給付金の
支給

ひとり親家庭の自立のため、看護師・保育士等の資
格取得養成機関での修業者に給付金を支給しま
す。

広報紙、児童扶養手当手続・案内
送付時等に制度を周知
給付対象者　13人

継続して実施する 子ども家庭課

16
高等学校卒業程度認定試験
合格支援事業

ひとり親家庭の親や児童が高等学校卒業程度認定
試験の合格を目指す場合、支払った受講費用の一
部を支給します。

広報紙、児童扶養手当手続・案内
送付時等に制度を周知
給付件数　0件

継続して実施する 子ども家庭課

17
私立幼稚園就園準備金の支
給

私立幼稚園が実施する子育て支援事業への参加に
要する費用の一部を助成します。

補助対象児童数（見込み）　延べ
171人

継続して実施する 子ども家庭課

18 障がい児の通所交通費の助成
発達に遅れや障がいのある児童の発達支援を進め
るため、子ども発達支援センターへの交通費の一部
を助成します。

助成者数11人 継続して実施する
子ども発達支援セン
ター

19 障がい者等交通費助成事業

重度身体障がい児・者（１～２級、内部障がいは１～
３級）・重度知的障がい児・者（Ａ判定）・重度精神障
がい児・者（１級）に、タクシーチケットまたはガソリン
チケットを交付します。

交付者数
タクシーチケット　892人
ガソリンチケット　628人

継続して実施する 福祉課
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

20
重度心身障がい児（者）等の通
院交通費の助成

慢性的な疾病により通院している重度心身障がい
者医療、ひとり親家庭等医療を受給している児童及
び子ども医療受給者に対し、交通費の助成を行いま
す。

助成件数59件(予定） 継続して実施する 保険年金課

21
ファミリー・サポート・センター
利用料助成

ひとり親世帯、市町村民税非課税世帯、生活保護世
帯等に料金を助成します。また、１歳未満の子ども
がいる家庭に「ファミサポ利用無料券」を交付しま
す。

助成登録者数

無料券発行件数　　　　81件
無料券利用枚数　　　　57枚

継続して実施する
地域子育て支援セ
ンター

22 妊婦健康診査通院支援事業
妊婦健診を受診する際の通院費用の一部を助成し
ます。

申請数　122件 継続して実施する 健康推進課

1
シルバー子育てサポート事業
の推進

地域子育て支援センターを拠点に、シルバー世代が
子育てアドバイスや昔遊び等の交流活動を行いま
す。

サポーター登録者数　　19人
活動日数　　　　　　　　　0日
参加者数延べ　　　　　　0人

継続して実施する
地域子育て
支援センター

2
ファミリー・サポート・センター
事業

第5章　子ども・子育て支援事業計画の「子育て援助
活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）」
に掲載。

― ―
地域子育て
支援センター

基本施策　(6)　地域における人材育成
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

1
子育て世代包括ケアシステム
「きたひろすくすくネット」

第5章　子ども・子育て支援事業計画の「利用者支援
事業」に掲載。

― ―
健康推進課
地域子育て支援セ
ンター『あいあい』

2 母子健康手帳の交付

妊娠届出に基づいて母子健康手帳を交付します。保健師
と保育士（子育て支援コーディネーター）が妊婦全員と面
接し、妊娠中からの健康管理や適切な食生活、育児など
に関する情報提供や保健指導を行い、健やかに妊娠期を
過ごし、安心して出産、育児がスタートできるように支援し
ます。また、父親の積極的な育児参加のきっかけづくりとし
て、父子健康手帳を配布します。

妊娠届出時等面接141人
うち母子健康手帳交付人数134人

継続して実施する
健康推進課
地域子育て支援セ
ンター

3 ハイリスク妊婦把握・支援

妊娠届出時に、妊婦を対象に「妊娠に関するアン
ケート」を実施し、妊娠・出産や育児に不安を抱えて
いる妊婦を早期に発見し、妊娠から育児までの期間
を安心して過ごせるよう支援します。

妊婦ケース検討14回46件 継続して実施する 健康推進課

4 妊産婦健康診査事業
第５章　子ども・子育て支援事業計画の「妊産婦健
康診査事業」に掲載。

― 継続して実施する 健康推進課

5 妊産婦健康相談
妊産婦の心身の健康、子育ての悩みや不安等に対
し、保健師による面接や電話での相談、指導を行い
ます。

面接156人・電話22人・メール3人 継続して実施する 健康推進課

基本目標　2　母性と子どもの健康の確保と増進
基本施策　(1)　　切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

6
妊婦健康診査通院支援事業
（再掲）

基本目標１「地域における子育ての支援」の（５）「経
済的支援」に掲載。

― ― 健康推進課

7 マタニティスクール
４回を１コースとして、母乳育児や妊娠中の食事など
の各種講話と交流会を行います。

個別相談を5回実施
参加人数9人 継続して実施する 健康推進課

8 マタニティスクール両親コース
夫婦で協力して子育てをするイメージを持てるよう赤
ちゃんのお風呂やおむつ交換の実習、妊娠疑似体
験などを行います。

9回　22組　45人（個別相談） 継続して実施する 健康推進課

9 産後ケア事業

出産後、心身の不調や育児不安があるなど育児支
援を必要とする産婦を対象に、心身の休養の機会を
提供し、体調の回復を図るとともに母子の健康管理
や育児に関する助言指導を行います。

宿泊型16泊
日帰り型11日

継続して実施する 健康推進課

10
乳児家庭全戸訪問事業
（赤ちゃん訪問）

第５章　子ども・子育て支援事業計画の「乳児家庭
全戸訪問事業（赤ちゃん訪問事業）」に掲載。

― ― 健康推進課

11 未熟児訪問

平成24年度まで千歳保健所が担当していた未熟児
訪問（出生体重2000グラム未満等）は、北海道から
の権限移譲により平成25年度から赤ちゃん訪問の
中で市が実施しています。

低体重児訪問数8人
うち未熟児訪問数4人

継続して実施する 健康推進課
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

12
養育者支援・保健医療連携シ
ステム*

妊娠、出産期において特に養育支援を必要とする家
庭を積極的に把握し支援するため、医療機関、他市
町村と情報共有を図ります。
＊北海道が実施主体の事業です。妊娠・出産期に
おいて支援を必要としている養育者を早期に適切な
支援につなぐため、保健機関と医療機関が双方向
に情報を共有します。

病院からの情報提供数13件 継続して実施する 健康推進課

13 乳児健康診査

3・6・10か月児を対象に小児科医の診察や身体計
測、育児、栄養、歯科相談を行います。精密検査が
必要な乳児については、医療機関への紹介状を発
行します。
健診の場を活用し、育児の悩みや不安についての
相談対応や子育ての情報提供を行います。

受診実人数　335人
受診延べ人数　491人

継続して実施する 健康推進課

14 １歳６か月児健康診査

小児科医による診察、身体計測、歯科医師による歯
科健診、育児・栄養・歯科相談を行います。問診時
には、支援の必要な幼児に対して、発達面を支援す
る教室への参加を案内します。精密検査が必要な
幼児については、医療機関への紹介状を発行しま
す。
健診の場を活用し、育児の悩みや不安についての
相談対応や子育ての情報提供を行います。

受診実人数　185人
受診延べ人数　186人

新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、5月は中止した。

継続して実施する 健康推進課

15
あそび教室
（１歳６か月児健康診査事後教
室）

１歳６か月から３歳未満の幼児とその保護者のうち、１歳６
か月児健康診査等において精神運動発達面で要経過観
察となった幼児や子どもの発達や育児に不安がある保護
者を対象にあそび教室を開催します。子ども発達支援セン
ターと協力して、自由遊びや設定遊びを通して子どもの経
験を広げ、発育を支援し、保護者への相談対応などを行い
ます。

実人数　10人
延人数　30人

継続して実施する 健康推進課
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

16 3歳児健康診査

小児科医による診察、尿検査、視力検査、身体計測、歯科
医師による歯科健診、育児・栄養・歯科相談を行います。
問診時には、発達面のスクリーニングを行い、必要な場合
は、発達相談を案内します。精密検査が必要な幼児につ
いては、医療機関への紹介状を発行します。
健診の場を活用し、育児の悩みや不安についての相談対
応や子育ての情報提供を行います。

受診数　実224人 継続して実施する 健康推進課

17 フッ化物塗布
１歳から就学前の幼児を対象に歯科健診とフッ化物
塗布、歯科相談を行います。

実人数　89人
延人数　89人
新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、4～6月は中止した。

継続して実施する 健康推進課

18 フッ化物洗口 保育所でフッ化物洗口を行います。
中止
（新型コロナウイルス感染拡大のた
め）

継続して実施する
健康推進課
公立保育園
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

19 予防接種
定期の予防接種を行います。任意の予防接種であ
るインフルエンザワクチンは、障がい児を対象に接
種費用を助成します。

4種混合　413人
2種混合　92人
麻しん風しん混合(乳幼児）　231人
麻しん単独　0人
風しん単独　0人
BCG　106人
不活化ポリオ　0人
ヒブ　429人
小児用肺炎球菌　386人
子宮頸がん　4人
インフルエンザ　0人
水痘　197人
成人用肺炎球菌　153人
日本脳炎　731人
B型肝炎　284人
麻しん風しん混合（成人）　28人
風しん抗体検査（成人） 185人

継続して実施する 健康推進課

20 マタニティスクールクラス会

マタニティスクール修了生が出産後に再会するクラ
ス会を行います。クラス会では、保育士による手あそ
びの紹介や交流会を行うことにより、育児不安の軽
減と仲間づくりを進めます。クラス会後も自主的に交
流会が開催できるよう支援します。

新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、開催延期とし、9月末では0
回

継続して実施する 健康推進課

21 育児交流の開催
子育て中の親子を対象に離乳食や手あそび、手づく
りおもちゃなどの育児交流を行います。

すくすくルーム(R2.7月開始)6回参加12
組
※新型コロナウイルス感染症対策のた
め個別対応で実施

母子保健推進員活動とし
ての育児交流会は、令和
元年度を以て終了。新た
に子育て世代包括支援セ
ンター事業「すくすくルー
ム」として開催。

健康推進課

22 出前健康講座・健康教育
団体やグループからの依頼により出前健康講座を
実施します。また、広報やホームページなどを通じて
正しい知識の普及に努めます。

0回
（新型コロナウイルス感染拡大のた
め）

継続して実施する 健康推進課
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

23
保育園での健康診断や歯科検
診による保健指導の推進

園児の健康診断とむし歯予防の歯科保健指導を行
います。

全保育施設で実施 継続して実施する 公立保育園ほか

24 入院助産の支援
経済的理由で入院助産ができない妊産婦に対し、
入院、出産を支援します。

申請件数　0件 継続して実施する 子ども家庭課

25
子ども発達支援事業
（子ども相談支援）

発達の遅れや心配がある子どもと保護者の相談に
応じる発達相談を行います。

発達相談件数　211件 継続して実施する
子ども発達支援セン
ター

26
子育て支援アプリによる情報
発信（再掲）

基本目標１「地域における子育ての支援」の（３）「子
育て支援のネットワークづくり」に掲載。

－ － 子ども家庭課

1 フッ化物洗口 小学校でのフッ化物洗口を行います。
中止
（新型コロナウイルス感染拡大のた
め）

継続して実施する
健康推進課
学校教育課

2 性教育の充実
児童・生徒の発達段階に応じた性教育を、年間を通
して計画的に実施します。

児童・生徒の発達段階に応じた性教育
を、年間を通して計画的に実施します。

継続して実施する 学校教育課

基本施策(2)　学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の充実
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

3
学校での喫煙・飲酒・薬物防止
教育の推進

日常の生徒指導、道徳や総合的な学習の時間で、
保健体育科など教科と関連付けしながら指導を行い
ます。

小学校高学年、中学校で計画的に
実施

継続して実施する 学校教育課ほか

4 食に関する指導の推進

児童・生徒が生涯にわたり健康な生活を送ることが
できるよう、学校給食、教科等を通して自ら健康につ
いて考える力を育むため、食の指導の充実を図りま
す。

学校栄養教諭による食に関する指
導の実施

継続して実施する 学校給食センター

5 乳幼児ふれあい体験の実施
生徒が保育所で乳幼児との交流を通して、子どもを
育てることの意義について理解を深めるよう、ふれ
あい体験を実施します。

新型コロナウイルス感染拡大防止
のため中止

継続して実施する 公立保育園ほか

6
教育相談事業の推進
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)「子ど
もの健全育成」に掲載。

― ― 学校教育課

7
青少年電話相談の実施
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)「子ど
もの健全育成」に掲載。

― ― 学校教育課

1 調理実習の開催 保育所で児童に人気の給食メニューを実習します。 ― ―
地域子育て
支援センターほか

基本施策(3)　「食育」の推進
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

2 地産地消の推進
保育所給食に地元食材を多く取り入れ、地産地消を
普及します。

市内農家から、米、イチゴ、とうもろ
こしなどを購入し給食に使用

継続して実施する 子ども家庭課

3 親と子の食育事業の推進
親子で作物の収穫体験や圃場の見学、調理実習や
講義等を実施し食の大切さを普及します。

新型コロナウイルス感染症拡大防
止の観点から開催中止。

継続して実施する 農政課

4
食に関する指導の推進
（再掲）

基本目標２「母性と子どもの健康の確保と増進」の
（２）「学童期・思春期から成人期に向けた保健対策
の充実」に掲載。

― ― 学校給食センター

5 妊娠期からの取組み
母子健康手帳交付時やマタニティスクール等の機会
を通じ、妊娠期の健康と適切な食生活について知識
の普及や相談、助言を行います。

母子健康手帳交付時の栄養リーフ
レット配布数141件
マタニティ講座栄養相談数2人

継続して実施する 健康推進課

6 乳幼児健診等を通じた取組み

乳幼児健康診査や育児相談などで、成長に合わせ
た栄養相談や『食』に関する情報提供を行います。
保護者に対し、『食』の知識の提供や技術的支援を
行います。
食育への関心を高めるために食育に関する講演会
を開催します。

乳幼児健診栄養相談延べ数545人
出前健康講座（食事や栄養関係）0
回　（No21の出前健康講座とは別
掲）

継続して実施する 健康推進課

1 マタニティマークの配布 妊娠届出時にマタニティマークを配布します。 配布数141人 継続して実施する 健康推進課

基本施策(4)　子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくり
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

2 駐車場の確保
公共施設の駐車場に設置している身障者用駐車場
に妊産婦も優先して駐車できるようマタニティマーク
の看板を設置します。

市内公共施設に設置済み 継続して実施する 健康推進課ほか

3
育児交流の開催
（再掲）

基本目標2「母性と子どもの健康の確保と増進」の
（１）「切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策」に
掲載。

― 継続して実施する 健康推進課

4 事故防止の推進
乳児健診時に事故予防に関する知識普及啓発を行
います。

パンフレットの配布数 164人 継続して実施する 健康推進課

5
地域子育て支援センター運営
事業（再掲）

第５章　子ども・子育て支援事業計画の「地域子育
て支援拠点事業」に掲載。

－ ─
参事（子育て・学童
担当）

6
児童センターの運営
（再掲）

基本目標１「地域における子育ての支援」の(3)子育
て支援のネットワークづくりに掲載。

─ ─
参事（子育て・学童
担当）

1 夜間急病センターの継続運営
市民が緊急時に安心して医療が受けられるよう急病
医療体制を確保します。

受診者 　　　404人 継続して実施する 健康推進課ほか

基本施策(5)　小児医療の充実
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

2 在宅当番医制の実施

内科と外科については、早朝・夕方の診療を行いま
す。
歯科については、休日等の急病医療の診療を行い
ます。

受診者　　　　869人 継続して実施する 健康推進課ほか

3
子ども医療費の助成
（再掲）

基本目標１「地域における子育ての支援」の(5)「経
済的支援」に掲載。

基本目標１「地域における子育ての
支援」の(5)「経済的支援」に掲載。

継続して実施する 保険年金課

4
未熟児養育医療の給付
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の(5)「経済
的支援」に掲載。

基本目標１「地域における子育ての
支援」の(5)「経済的支援」に掲載。

継続して実施する 保険年金課

1
乳幼児ふれあい体験の実施
(再掲)

基本目標2「母性と子どもの健康の確保と増進」の
(2)「学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の
充実」に掲載。

─ ─ 公立保育園ほか

1
個に応じた多様な指導方法の
充実

習熟度別少人数指導やティーム・ティーチング（ＴＴ）
指導等を取り入れ、個に応じたきめ細かな指導を行
います。

全ての小中学校で実施 継続して実施する 学校教育課

2
基礎を理解する指導計画の改
善・充実

基礎・基本の確実な定着のための指導方法の工夫・
改善を行います。

学校改善プランを策定し、指導方法
工夫・改善を実施

継続して実施する 学校教育課

基本目標　3　子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備
基本施策(1)　次代の親の育成

基本施策(2)　子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備
推進施策　ア　確かな学力の向上

24 



NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

3 英語指導助手（ALT）の活用
生きた語学教育を進めるため、英語指導助手を招
致し学校に派遣します。

小学校の外国語活動・外国語授業
及び中学校外国語授業にALTを活
用した授業時数を増やして充実を
図り、5人体制で実施

継続して実施する 学校教育課

4 学校図書館活用事業

学校図書センターを配置し、小学校においては児童
図書の学校間巡回を行い、中学校においては学校
図書館が活性化されるよう、学校司書の配置を行い
ます。また地域まるごと読書支援モデル事業を実施
します。

「学校図書センター」を中心とし、ネット
ワークを活用した蔵書の有効活用を図
るとともに、中学校へ学校司書3人の配
置を実施。また、地域まるごと読書支
援事業の実施。

継続して実施する 学校教育課

5 授業補助員活用事業
担任のほかに授業補助員を配置し「よりわかる授
業」を展開します。

市立小中学校16校で年間3,200時
間を傾斜配分

継続して実施する 社会教育課

1 多様な体験活動機会の充実
自然に親しみ、情操や社会性を醸成する体験活動
を推進します。

小学校で調べ学習、中学校で職場
体験等を実施

継続して実施する 学校教育課

2 地域交流事業の推進
地域の人材や素材などの授業への活用と地域との
交流を進めます。

授業補助員を派遣中 継続して実施する 社会教育課

3
教育相談事業の推進
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)「子ど
もの健全育成」に掲載。

― ─ 社会教育課

推進施策　イ　豊かな心の育成
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

4
青少年電話相談の実施
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)「子ど
もの健全育成」に掲載。

― ─ 学校教育課

5
不登校対策事業の推進
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)「子ど
もの健全育成」に掲載。

― ─ 学校教育課

6 子ども大使交流事業の推進

小中学生を対象とした東広島市との姉妹都市交流
を実施することで友好親善を深め、学習効果を還流
します。
また、平和を尊ぶこころを育てます。

新型コロナウイルスの影響により、例
年実施していた派遣事業については中
止。
代替案として、姉妹校間での姉妹都市
交流40周年記念メッセージ交換、オン
ライン交流などを実施。

継続して実施する 教育総務課

7 国際交流事業の実施
カナダ交流都市と青少年の派遣・受け入れの交流
事業を行います。

新型コロナウイルスの感染拡大に
つき、受入事業を中止

継続して実施する 社会教育課

8 道徳教育の充実
道徳教育の充実を図るための副読本の整備や教材
の開発を行います。

道徳教育の充実を図るための副読本
の整備や教材の開発を行う。

継続して実施する 学校教育課
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

9 福祉読本の作成・配布
人権・福祉・総合教育のための福祉読本を作成し、
児童･生徒に配布して豊かな心の育成を図ります。

令和２年度から改訂になった福祉
読本活用、カリキュラムの確認、活
用案の作成を、文書にて確認

継続して実施する 学校教育課

10 社会科副読本の作成・配布
住んでいる地域を知ってもらうため小学3年生に社
会科副読本を配布し郷土学習を行います。

令和２年度から使用する社会科教
科書に沿って、今後の改定作業の
確認や電子書籍版の社会科副読
本の活用に対する実践的調査研究
を、第１回副読本編集委員会を開
催し確認した。

継続して実施する 学校教育課

11
図書館フィールドネット事業の
実施

図書館での読書まつりや絵本作り、本の読み聞か
せなど読書普及活動や、子ども映画上映などの文
化活動を行います。

新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため、大人数の集客が見込まれる事業
については中止。展示を中心とした事
業や絵本作り、少人数による本の読み
聞かせなどの読書普及活動を実施。

継続して実施する 文化課（図書館）

12 芸術文化活動の推進
演劇や映画鑑賞、音楽などにより、子どもの豊かな
心の育成に努めます。

ホールで演劇、音楽鑑賞を実施 継続して実施する
文化課(芸術文化
ホール)

13 心の教室相談員の配置
小中学校に相談員を配置し、児童・生徒のストレス・
悩み・不安の解消と問題行動の抑制を図ります。

相談件数（延べ件数）
小学校82件　中学校127件（9月末
現在）

継続して実施する 学校教育課

推進施策　ウ　健やかな体の育成
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

1
体育・健康に関する指導の充
実

児童・生徒が心身ともに健康な生活を送るため、健
康や体力を育む指導の充実を図ります。

新体力テストを実施し、各学校にお
ける課題の分析と体力向上の取り
組みを推進した

継続して実施する 学校教育課

2
体育事業の推進
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)「子ど
もの健全育成」に掲載。

― ― 社会教育課

3
スポーツ少年団活動の支援
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)「子ど
もの健全育成」に掲載。

― ― 社会教育課

1 学校評議員制度の推進
学校が地域と一体となった特色ある教育活動を進め
るため、学校評議員制度の活用を図ります。

感染症対策として、書面会議及び
行事への参加の取りやめなど規模
を縮小した上で、会議を実施し、意
見を聴取する予定。

継続して実施する 学校教育課

2 開かれた学校づくりの推進
学校関係者評価委員による学校関係者評価を行
い、地域社会に対して、開かれた学校づくりを進めま
す。

学校関係者評価委員からの学校に
対する評価をもらい、その結果を
ホームページや学校だよりなどによ
り広報した

継続して実施する 学校教育課

3 教職員研修の充実 教職員の研修を進め、資質向上を図ります。

新型コロナウイルス感染症の影響
により従来の集合体の研修から
Zoomによる形で各種研修を実施し
た。

継続して実施する 学校教育課

4
学校の適正規模・適正配置の
推進

教育効果の向上を図るため、市内小中学校の適正
規模・適正配置を推進します。

適正規模に関する基本方針に基づき、
適正規模化等の検討を行うための手
法等について、調査・研究を行う。
北広島市立小学校及び中学校通学区
域審議会の開催

継続して実施する
小中一貫・教育施策
推進課

推進施策　エ　信頼される学校づくり
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

5 学校図書館図書整備の推進
学校図書館の図書および書架等の充実を図りま
す。

学校図書館の図書および書架等の
充実を図る。

継続して実施する 学校教育課

6 学校施設の整備
学校施設の整備、充実を図ります。(耐震化、大規模
改修)

大曲中学校校舎大規模改造工事、
大曲東小学校校舎大規模改造工
事の実施設計、東部・大曲・双葉・
緑ヶ丘小学校及び広葉中学校の非
構造部材耐震改修工事、西の里小
学校の非構造部材耐震改修工事
の実施設計、緑陽中学校校舎・講
堂防音機能復旧工事の実施設計な
どを実施。

継続して実施する 教育総務課

1 幼・保・小連携推進事業
保育所、幼稚園等から小学校への円滑な移行のた
め連携強化を図ります。

懇話会の開催
幼保小連携に関する講演会・研修会
（教員間交流・研修）
キャリア教育的交流
異学年交流
保護者間交流
情報交換会
令和3年度からの新しい『北広島市幼
児教育連携アクションプラン』の検討

継続して実施する
小中一貫・教育施策
推進課

2
幼稚園における預かり保育事
業

第５章　子ども・子育て支援事業計画の「一時預かり
事業」に掲載。

― ― 子ども家庭課

3 私立幼稚園の支援
幼稚園の教育活動の充実や教職員の資質向上を
図るため、幼稚園に教材費や研修費等の補助を行
います。

補助金を継続して交付し、活動の支
援を実施
交付件数 9施設

継続して実施する 子ども家庭課

推進施策　オ　幼児教育の充実
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

4 幼稚園協会への支援
幼児教育や子育て支援サービスの充実などに向
け、私立幼稚園の連携や情報交換等の協会の活動
を支援します。

補助金を継続して交付し、活動の支
援を実施
協会会員数 9施設

継続して実施する 子ども家庭課

5
私立幼稚園就園準備金の支
給
（再掲）

基本目標１「地域における子育ての支援」の（５）「経
済的支援」に掲載。

─ ─ 子ども家庭課

1
家庭教育に関する学習機会の
充実（公民館事業）

公民館における幼稚園、小学校等と連携した子育て
支援や家庭教育に関する学習会を開催します。

中央公民館で西の里・虹ヶ丘子ども
会と連携し、講座を実施50人参加

継続して実施する 社会教育課

2
ＰＴＡ連合会の支援
（再掲）

基本目標１「地域における子育ての支援」の(4)「子ど
もの健全育成」に掲載。

市PTA連合会の活動に対する支援
の実施

継続して実施する 学校教育課

1 学校施設の開放
市民の健康維持及び体力向上に資するため、小中
学校体育館を開放し、スポーツ活動の場を提供しま
す。

小中学校14校で開放 継続して実施する 社会教育課

2
少年少女講座の開催
（公民館事業）

子どもたちのための学習・体験機会を提供します。 ― ─ 社会教育課

推進施策　イ　地域の教育力の向上

基本施策(3)　家庭や地域の教育力の向上
推進施策　ア　豊かなつながりの中での家庭教育への支援の充実
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

3
体育事業の推進
（再掲）

基本目標１「地域における子育ての支援」の（４）「子
どもの健全育成」に掲載。

― ─ 社会教育課

4
スポーツ少年団活動の支援
（再掲）

基本目標１「地域における子育ての支援」の（４）「子
どもの健全育成」に掲載。

― ─ 社会教育課

5
青少年健全育成連絡協議会
の支援（再掲）

基本目標１「地域における子育ての支援」の（４）「子
どもの健全育成」に掲載。

市内6地区にある健全育成連絡協
議会への支援

継続して実施する 学校教育課

6
子どもと高齢者等の世代間交
流の推進（再掲）

基本目標１「地域における子育ての支援」の（４）「子
どもの健全育成」に掲載。

─ ─
公立保育園
参事（子育て・学童
担当）

7
社会教育事業による子供向け
講座の開催（再掲）

基本目標１「地域における子育ての支援」の（４）「子
どもの健全育成」に掲載。

― ─ 社会教育課

公民館事業による子ども向け
講座の開催（再掲）

基本目標１「地域における子育ての支援」の（４）「子
どもの健全育成」に掲載。

― ─ 社会教育課

図書館サービス提供事業
（再掲）

基本目標１「地域における子育ての支援」の（４）「子
どもの健全育成」に掲載。

― ─ 文化課（図書館）
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

放課後児童健全育成事業
（学童クラブ）（再掲）

第５章　子ども・子育て支援事業計画の「放課後児
童健全育成事業（学童クラブ）」に掲載。

─ ─
参事（子育て・学童
担当）

8
放課後子供教室の開設
（再掲）

基本目標１「地域における子育ての支援」の（４）「子
どもの健全育成」に掲載。

─ ─ 社会教育課

9
児童センターの運営
（再掲）

基本目標１「地域における子育ての支援」の（３）「子
育て支援のネットワークづくり」に掲載。

─ ─
参事（子育て・学童
担当）

10 生活困窮者学習支援
市内の中学生を対象に、学習の機会と場を提供し、
学習習慣の形成や学力の底上げを図ります。

対象：市内中学生
指導教科：数学、英語
時間：週1回、2時間程度（ほか夏
季、冬季講習を各10日間）
参加人数：21名(1年4名、2年11名、
3年6名)
講師：元教職員、大学生

継続して実施する 福祉課

11 子ども夢チャレンジ応援事業
将来に対する夢を叶えるために「今、チャレンジして
みたいこと」を募集し、市民、団体、企業、行政など
の支援により実現を図ります。

新型コロナウイルス感染拡大防止
のため事業中止

継続して実施する 企画課

1 青少年健全育成に関する啓発
青少年の健全育成に関する啓発活動を推進しま
す。

青少年健全育成大会の開催
青春メッセージの開催

継続して実施する 学校教育課

基本施策　(4)　子どもを取り巻く有害環境対策の推進
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

2 巡視指導活動の実施
街頭指導活動により青少年の問題行動を未然に防
止します。

街頭指導、特別指導の実施 継続して実施する 学校教育課

3 環境浄化活動の実施
青少年の夜間徘徊が予想される施設や被害に遭い
やすい場所、危険な遊び場となりうる場所の調査
や、有害図書類の立ち入り調査等を実施します。

立入調査の実施
7月14日、7月16日

継続して実施する 学校教育課

4
学校との連携
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)「子ど
もの健全育成」に掲載。

― ─ 学校教育課

5
青少年健全育成連絡協議会
の支援（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の(4)「子ど
もの健全育成」に掲載。

市内6地区にある健全育成連絡協
議会への支援

継続して実施する 学校教育課

1 公営住宅の整備
ユニバーサルデザインなど居住環境の改善を図りま
す。

該当事業なし 継続して実施する 建築課

1 通園路、通学路の点検
幼稚園、保育所、認定こども園、学校等を中心に児
童が日常的に集団で移動する経路等の安全確保に
向けた安全点検を行います。

通遠路、通学路の点検を実施 継続して実施する
子ども家庭課
都市整備課
学校教育課

基本目標　4　子育てを支援する生活環境の整備
基本施策　(1)　良質な住宅および良好な居住環境の確保

基本施策　(2)　安全な道路交通環境の整備
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

2 通学路等歩道の整備
通学路等歩道を整備し、児童・生徒の登下校時の安
全を図ります。

輪厚三島線の歩道整備工事を実施 継続して実施する 都市整備課

冬期間の除雪の徹底
冬期間の児童・生徒の登下校時などの安全を図りま
す。

市の除雪基準を基に道路除雪を行
い、通学路の安全確保を実施

継続して実施する 土木事務所

3 交通安全標識等の整備
区画線、交通標識、カーブミラー等の交通安全施設
の整備を図ります。

区画線、交通標識、カーブミラー等の
交通安全施設の整備を図ります。

継続して実施する 市民課

1 公共施設等のバリアフリー化
市の福祉環境整備要綱に基づき、エレベーター等人
にやさしい整備を進めます。

該当なし 継続して実施する
施設担当課
建築課

2
子育て世帯に優しいトイレ等の
整備（ベビーキープ、広いス
ペースの確保）

市の福祉環境整備要綱に基づき、乳児用スペース
の確保を図ります。

該当なし 継続して実施する
施設担当課
建築課

基本施策　(3)安心して外出できる環境の整備

基本施策　(4)　子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

1
通学路等の街路灯（防犯灯）な
どの維持管理

街路灯を設置・維持管理する自治会等の団体に対
し、補助金を交付することにより、安全で安心な明る
いまちづくりを進めます。

街路灯の維持管理費及び設置費に
ついて、町内会等の維持管理団体
に対する補助を実施
維持費補助　125団体6,037灯
修繕費補助　  0団体0灯
設置費補助　12団体63灯

継続して実施する 市民課

2
子どもの安全を守る子ども110
番の家等の推進

児童が不審者から声をかけられたり追いかけられた
りした場合、助けを求めて駆け込める家の設置を進
めます。

子どもＳＣ通信の情報を市内防犯
協会等に提供

継続して実施する 学校教育課

3 地域の自主防犯活動の推進

地域の防犯協会や青色回転灯パトロール隊等の自
主防犯活動団体に対し、活動交付金を交付すること
により、児童・生徒の登下校時の見守り活動を推進
します。

市内防犯協会、青色回転灯パト
ロール、防犯パトロール隊による見
守り活動を実施

継続して実施する 市民課

4 登下校時の安全対策
スクールガードリーダー等による学校施設、通学路
等の安全確認及び巡回指導を実施します。

スクールガードリーダーによる学校
巡回指導（適時実施）

継続して実施する 学校教育課

5 不審者情報の配信
子育て家庭や関係機関・団体等に、不審者情報を
メールやファクスで配信し、子どもの安全を確保しま
す。

　登録件数652 台
子どもSC通信を関係団体にFAX送
信
　不審者情報の配信 11件
　情報提供の配信 1件

継続して実施する 学校教育課

6
青少年健全育成推進委員会
の開催

青少年問題について関係機関を召集して役割確認
や適切な措置等の協議を行い、問題の早期解決を
図ります。

青少年健全育成推進委員会の開
催

継続して実施する
学校教育課
ほか
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

1 交通安全教室の開催等
保育所や幼稚園、小中学校で児童・生徒に交通安
全教室を開催します。

保育園・幼稚園等　3回　217人
小中高学校　19回　1,925人
町内会・地域　1回　 18人
老人クラブ　9回　103人
その他　0回
　※新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、一部で中止になっています

継続して実施する 市民課

2 交通安全街頭指導
交通安全学童指導員及び交通安全指導員による街
頭指導を実施します。

街頭啓発（夏・秋）
6回　延べ183人
　※新型コロナウイルス感染拡大防止のた

め、一部で中止になっています

交通安全学童指導員による、登下
校時の街頭指導

継続して実施する 市民課

1
家庭児童相談・児童虐待相談
の充実

児童虐待の一元的な窓口として、児童相談所等と連
携し児童虐待に関する実情の把握や社会資源の情
報提供を行うほか、相談等への対応を行うとともに、
子ども家庭総合支援拠点を整備し体制強化を図りま
す。

延相談件数　2,003件
相談員による関係機関訪問の実施

継続して実施する。 子ども家庭課

2
青少年電話相談の実施
（再掲）

基本目標１「地域における子育ての支援」の（４）「子
どもの健全育成」に掲載。

― ― 学校教育課

基本施策　(5)子どもの交通安全を確保するための活動の推進

基本施策　(6)被害に遭った子どもの保護の推進

36 



NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

3
心の教室相談員の配置
（再掲）

基本目標３「子どもの心身の健やかな成長に資する
教育環境の整備」の（２）「子どもの生きる力の育成
に向けた学校の教育環境等の整備」に掲載。

― ― 学校教育課

1
仕事と生活の調和（ワーク・ラ
イフ・バランス）の啓発

固定的な性別役割分担意識の解消や仕事と生活の
調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進に向け、広く
意識の啓発を図ります。

各種啓発事業の実施
・男女共同参画週間パネル展 1回
・デートDV出前講座 1回
・女性法律相談 1回
・DV防止パネル展 1回

ワーク・ライフ・バランスに取り組む
企業に対し、その取り組みにかかっ
た費用の一部を助成。
(ワーク・ライフ・バランス推進事業
助成金)

継続して実施する
市民参加・住宅施策
課

2
ハローワーク等関係機関との
連携

関係機関と連携した雇用及び労働条件の改善の啓
発を行います。

地域職業相談室の運営（令和2年9
月末現在利用者数4,001件）のほ
か、労働条件相談「ほっとライン」
や、最低賃金等のポスター、パンフ
レット設置による制度周知

地域職業相談室利用
者の就職件数は令和2
年9月末現在で151件で
あり、一定の需要があ
るため、継続して実施
するとともに、施設の利
用増加に向け、引き続
き施設周知を実施す
る。

商工業振興課

3
仕事と子育ての両立のための
広報・啓発

関係機関と連携し、労働基準法、男女雇用機会均
等法、育児・介護休業法等の周知を図ります。

広報、ホームページ、パンフレット等
を活用し、各種支援制度の周知を
実施。
また、市内400社を対象に例年実施
している労働事情調査において、
「ワーク・ライフ・バランス推進事業
助成金」のチラシを同封し、制度周
知を実施予定。

今後も広く市内事業者
に対して周知を実施し、
制度活用を呼びかけ
る。

商工業振興課

基本目標　5　職業生活と家庭生活との両立の推進等
基本施策　(1)　仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

1 子どもの権利擁護の普及啓発

虐待の防止、暴力や監護を著しく怠ること（ネグレク
ト）などが子どもに及ぼす悪影響等について、広報
紙や講演会等により、また関係機関等を通じて普及
啓発を行う。

関係機関、団体等との情報交換や
連携、広報啓発活動等を実施

継続して実施する 子ども家庭課

2
家庭児童相談・児童虐待相談
の充実（再掲）

基本目標４「子育てを支援する生活環境の整備と安
心の確保」の（６）「被害に遭った子どもの保護の推
進」に掲載。

－ － 子ども家庭課

3
要保護児童対策地域協議会
の運営

関係機関・団体等と連携し、要保護児童等に関する情報
その他要保護児童の適切な保護を図るために必要な情報
の交換を行うとともに、要保護児童等に対する支援の内容
に関する協議を行います。
また、一層の強化を図るため、専任の調整担当者の配置
を検討します。

個別ケース検討会議　3回
相談員による関係機関訪問の実施

継続して実施する 子ども家庭課

4 虐待の早期発見と予防
母子健康手帳の交付時や赤ちゃん訪問、乳幼児健
診等の機会を通じて、支援を必要とする家庭を早期
に発見し、支援を行います。

子育て検討会6回実施 継続して実施する 健康推進課

5 養育支援訪問事業

第５章　子ども・子育て支援事業計画の「養育支援
訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他
の者による要保護児童等に対する支援に資する事
業」に掲載。

― － 健康推進課

6
主任児童委員・民生委員児童
委員との連携

地域に密着した主任児童委員等の協力のもと連携
体制を強化し、虐待の早期発見や見守り、支援等を
行います。

要保護児童対策地域協議会代表
者会議開催予定
主任児童委員連絡調整会議への
参加（中止）

継続して実施する 子ども家庭課

基本目標　6　社会的支援を必要とする子どもなどへの取組みの推進
基本施策　(1)　児童虐待防止対策の充実
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

7
ハイリスク妊婦把握・支援（再
掲）

基本目標２「母性と子どもの健康の確保と増進」の
（１）「切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策」に
掲載。

― － 健康推進課

8
子ども虐待予防ケアマネジメン
ト事業

妊娠届出や赤ちゃん訪問、乳幼児健診等の機会を
通じて支援を必要とする家庭を早期に発見し、今後
の支援について、予防の観点から検討会を行いま
す。

妊婦ケース検討14回46件
赤ちゃん訪問ケース検討12回24件
子育て検討会6回11件

継続して実施する 健康推進課

9
養育者支援・保健医療連携シ
ステム（再掲）

基本目標２「母性と子どもの健康の確保と増進」の
（１）「切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策」に
掲載。

病院からの情報提供数13件 継続して実施する 健康推進課

1
ひとり親家庭等医療費の助成
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の（5）「経
済的支援」に掲載。

基本目標１「地域における子育ての
支援」の(5)「経済的支援」に掲載。

継続して実施する 保険年金課

2
児童扶養手当の支給
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の（5）「経
済的支援」に掲載。

－ － 子ども家庭課

3 母子・父子自立相談の実施
母子・父子自立支援員を配置してひとり親の抱える
問題の相談、助言を行います。

延相談件数　814件 継続して実施する 子ども家庭課

基本施策　(2)　ひとり親家庭の自立支援の推進
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

4
母子・父子・寡婦福祉資金の
貸付

母子及び父子並びに寡婦福祉法により、母子・父
子・寡婦福祉資金の貸付事務を行います。

貸付申請支援の実施
貸付件数　64件
（北海道実施事業）

継続して実施する 子ども家庭課

5 ひとり親家庭日常生活支援
支援が必要なひとり親家庭に家庭生活支援員を派
遣し、生活援助や子育て支援を行います。

支援員派遣　24回 継続して実施する 子ども家庭課

6
自立支援教育訓練給付金の
支給（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の（5）「経
済的支援」に掲載。

－ － 子ども家庭課

7
高等職業訓練促進給付金の
支給（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の（5）「経
済的支援」に掲載。

－ － 子ども家庭課

8
高等学校卒業程度認定試験
合格支援事業
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の（5）「経
済的支援」に掲載。

－ － 子ども家庭課

9
保育料の軽減
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の（5）「経
済的支援」に掲載。

－ － 子ども家庭課

10
保育及び放課後児童健全育成
事業利用への配慮

入所の判定に際して、基準点数を加算し、ひとり親
家庭の優先利用に配慮します。

ひとり親世帯への基準点数の加算
を実施

継続して実施する
子ども家庭課
参事（子育て・学童
担当）
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

1 障がいの早期発見と支援
乳児健康診査、1歳6か月児・3歳児健康診査、あそ
び教室等の機会を通じて、早期発見と支援を行いま
す。

乳幼児健診発達相談実施件数　10
人

継続して実施する 健康推進課

2 障がい者相談支援事業

障がい児・者が自立した生活を営むことができるよ
う、障がい児・者、保護者または介護者の相談支援
を行う生活支援、就労支援、権利擁護（成年後見制
度利用や障がい者虐待）に関する相談業務等を実
施します。
また、北広島市障がい者自立支援協議会において、
相談支援事業の運営に関する協議や関係機関によ
るネットワークの構築等に関する協議を行います。

障がい者生活支援センター「みら
い」
相談件数　3,720件
障がい者就労支援センター「めーで
る」
相談件数　2,511件
成年後見制度利用支援　1件
自立支援協議会　全体会　1回、生
活支援部会　0回、就労支援部会
0回、こども支援部会　0回、
精神障がいにも対応した地域包括
ケアシステム構築にむけたプロジェ
クトチーム　3回

継続して実施する 福祉課

3
子ども発達支援事業
（子ども相談支援）

基本目標２「母性と子どもの健康の確保と増進」の
（１）「切れ目のない妊産婦・乳幼児への保健対策」
に掲載。
乳幼児から小学生までの発達相談のほか、障がい
児相談支援、地域の関係機関との連携業務など、
家族・地域を含めた専門的な支援を行います。

発達相談件数　　　　　　　　211件
障害児相談支援　　　　　　 277件
地域関係機関・家族支援　  94件

継続して実施する
子ども発達支援セン
ター

4
障がい福祉サービス・障がい
児通所支援事業

ヘルパーによる介護の実施、施設や事業所での就
労・作業・創作活動などの障がい福祉サービスを提
供します。
また、児童の療育などの障がい児通所支援のサー
ビスを提供します。障がい児通所支援については、
利用者負担の助成を行います。

障がい福祉サービス等
利用者数（障がい者）　613人
利用者数（障がい児）　237人
障がい児通所支援利用者負担助成
助成対象児童　62人

継続して実施する 福祉課

基本施策　(3)　障がい児施策の充実等
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

5
子ども発達支援事業（障がい
児通所支援）

発達に遅れや偏り、障がいのある児童を対象に、児
童発達支援、放課後等デイサービス（小学６年まで
の肢体不自由児）、保育所等訪問支援、居宅訪問
型児童発達支援を実施します。

利用契約者数　93人（うち保育所等
訪問支援契約者8人、居宅訪問型
児童発達支援契約者　3人）

継続して実施する
子ども発達支援セン
ター

6
障がい児の通所交通費の助成
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の（5）「経
済的支援」に掲載。

― ―
子ども発達支援セン
ター

7
特別な支援が必要な子どもの
受入推進

教育・保育施設等及び放課後児童健全育成事業
（学童クラブ）において、障がい児等特別な支援が必
要な子どもの受け入れを推進するとともに、受け入
れにあたって子ども発達支援センター等の連携を図
ります。
また、発達障がい等について理解を深めるための研
修機会等の確保に努めます。

障がい児当特別な支援が必要な受
け入れの推進

継続して実施する

子ども家庭課
参事（子育て・学童
担当）
子ども発達支援セン
ター

8 障がい者地域生活支援事業

障がい児・者を対象に、施設や事業所で一時預かり
や入浴を行う日中一時支援、ヘルパーが付き添い
外出を支援する移動支援、重症心身障がい児・者を
対象に、訪問入浴車で自宅を訪問し、居室内で入浴
サービスを提供する訪問入浴サービスなどのサービ
スを提供します。

指定事業所数
日中一時支援 15事業所
移動支援 20事業所
訪問入浴サービス 1事業所

継続して実施する 福祉課

9 特別支援教育の推進
発達障がいを含む特別な支援を要する児童・生徒
への個々に応じた支援を行うための体制の整備を
行います。

特別支援教育支援員23人配置
特別支援教育担当指導主事1名を
配置して特別支援の充実を図って
いる

継続して実施する 学校教育課
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

10 特別支援学級介助員の配置
特別支援学級の児童・生徒の支援と円滑な運営の
ため介助員を配置します。

特別支援学級介助員15人配置 継続して実施する 学校教育課

11 私立幼稚園の支援
障がい児を受け入れている幼稚園に対し補助を行
います。

補助金を継続して交付し、活動の支
援を実施

継続して実施する 子ども家庭課

12 移送サービス

一般交通機関の利用が困難な在宅の高齢者（要介
護４・５）及び障がい児・者（重度の下肢または体幹
障がい）に対し、医療機関・判定機関への移動手段
を確保することで、身体や精神的負担を軽減しま
す。

利用登録者　104人
実利用者数  45人

継続して実施する 福祉課

13
障がい者等交通費助成事業
（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の（5）「経
済的支援」に掲載。

交付者数
タクシーチケット　892人
ガソリンチケット　628人

継続して実施する 福祉課

14
障がい者コミュニケーション支
援事業

聴覚、言語機能、音声機能、視覚障がい者が日常
生活を円滑に行えるように意思疎通支援者（手話通
訳・要約筆記）の派遣、点字、声の広報の発行等を
行います。

手話通訳者派遣　6件
要約筆記派遣 0件

継続して実施する 福祉課

15 障がい者医療的ケア支援事業

日常的にたん吸引や胃ろう管理などの医療的ケア
を必要とする在宅の重症心身障がい児・者につい
て、地域活動支援センターや日中活動を行う場所へ
看護師を派遣します。

利用者数　0人
利用回数　0回

継続して実施する 福祉課

16
重度心身障がい児（者）等の通
院交通費の助成（再掲）

基本目標1「地域における子育ての支援」の（5）「経
済的支援」に掲載。

基本目標１「地域における子育ての
支援」の(5)「経済的支援」に掲載。

継続して実施する 保険年金課
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

17
自立支援医療（育成医療）の
給付

身体に障がいのある児・者へ、自立した日常生活ま
たは社会生活を営むことができるよう、その障がい
の除去、軽減に必要な医療に要する費用の一部を
助成します。

利用人数5人
利用件数16件

継続して実施する 福祉課

18
補装具や日常生活用具等の
給付

身体障がい児・者の身体機能を補う補装具につい
て、購入や修理費用を給付します。
重度の身体障がい児・者の生活が円滑に行われる
ための日常生活用具について、購入費用を給付しま
す。
重度の身体障がい児・者で所得税が非課税の方
に、生活動作を補う自助具について、購入費用を給
付します。

補装具：108件
日常生活用具：994件

継続して実施する 福祉課

19 特別児童扶養手当等の支給

20歳未満の身体や知的に中度以上の障がいのある
児童を養育している方に特別児童扶養手当を支給
します。
20歳未満で心身に重度の障がいがあり、日常生活
において常に特別の介護を必要とする方に障害児
福祉手当を支給します。

特別児童扶養手当  91人
障害児福祉手当 30人

継続して実施する 福祉課

20 障がい者施設開放等支援事業

障がい児・者の閉じこもり予防と家族の負担軽減を
図るため、夏休み、冬休みの長期休暇時に障がい
児・者の活動の場を確保する費用の一部を助成しま
す。

夏：新型コロナウイルス感染拡大に
より中止

冬：未定

継続して実施する 福祉課

21 障がい者団体活動支援事業
障がい児・者の団体活動を活性化し、社会参加と自
立の促進を図るため、障がい者団体の活動を支援
します。

3団体 継続して実施する 福祉課
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

22 サポートファイル推進事業

支援が必要な子どもについて、ライフステージに応じ
た継続的な支援や保護者の負担軽減のため、保護
者等が成長の記録や支援内容を記載するサポート
ファイルを配布します。

11人に配布 継続して実施する 福祉課

1
外国人世帯への相談及び情報
提供の推進

外国人や国際結婚世帯などの子どもが教育・保育
や子育て支援等を円滑に利用できるよう、外国人子
ども及びその保護者への支援に努めます。

施設等と連携しながら外国人子ども
及びその保護者への支援に努めた

継続して実施する 子ども家庭課

2 情報提供の多言語化
子育てサイト等において多言語対応を推進し、外国
人世帯等が子育てに関する情報を把握できるよう努
めます。

多言語翻訳サービスを活用した情
報の発信

継続して実施する 子ども家庭課

1
北広島市子どもの権利に関す
る推進計画の推進

北広島市子どもの権利に関する推進計画に基づ
き、人権、福祉、保健、教育などの各部門と連携して
事業を推進します。

関係機関、団体等との情報交換や
連携、広報啓発活動等を実施

継続して実施する 子ども家庭課

1
北広島市子どもの権利に関す
る推進計画の評価と見直し

子どもの権利に関する施策の総合的かつ計画的な
推進を図るため、北広島市子どもの権利推進委員
会において進捗状況の評価、検証を行うとともに、
計画の見直しを図ります。

北広島市子どもの権利推進委員会
計1回開催

継続して実施する 子ども家庭課

基本目標　7　子どもの権利の保障の推進
基本施策　(1)　子どもの権利に関する施策の計画的な推進

基本施策　(4)外国人幼児等への支援
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NO. 事業等名 事業の内容 令和2年度の取組み 評価と課題等 担当

（令和2年9月末現在）

1
子どもの権利に関する周知・啓
発活動

北広島市子育てサイトやパンフレット等を通じて、子
どもの権利に関する周知・啓発活動を推進します。

北広島市子育てサイトやパンフレッ
ト等を通じて、広報啓発活動等を実
施

継続して実施する 子ども家庭課

1 子ども会議の開催

北広島市子ども会議を開催し、子どもの権利に関す
る児童・生徒への周知・啓発を図るともに、子どもの
権利に関する意見発表や提案を行う機会をつくりま
す。

新型コロナウイルス感染拡大防止
のため中止

継続して実施する 子ども家庭課

1 子どもの権利擁護事業

子どもの権利救済委員会と相談員による相談・救済
体制により、権利の侵害を受けた子どもの相談に応
じ、侵害された権利を回復するための支援を行いま
す。また、より相談しやすくなるよう、巡回子どもの権
利相談を行います。

子どもの権利救済委員会　計3回開
催
巡回子どもの権利相談　8月より計4
回実施

継続して実施する 子ども家庭課

基本施策　(2)　子どもの権利についての広報・啓発活動の推進

基本施策　(3)　子どもの権利侵害への対応
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